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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

（注）１．営業収益は、消費税等を除いて表示しております。 

２．第47期中間期より、純資産額の算定にあたっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

３．第47期中間期より、１株当たり純資産額は、以下の式にて算出しております。 

４．第47期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であるため記載しており

ません。 

 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益 (百万円) 156,008 153,960 144,504 329,849 312,888

経常利益 (百万円) 22,209 14,909 5,563 53,666 16,774

中間（当期）純利益 
(△は中間(当期)純損失) 

(百万円) 17,954 9,124 4,621 15,009 △461,397

純資産額 (百万円) 353,356 339,266 164,611 351,981 △130,404

総資産額 (百万円) 4,445,167 4,491,209 4,533,838 4,410,825 4,463,116

１株当たり純資産額 (円) 4.05 0.19 △320.39 △9.03 △543.20

１株当たり中間(当期)純
利益（△は中間(当期)純
損失） 

(円) 21.65 10.91 9.21 6.68 △542.52

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) 4.52 2.32 2.76 3.72 －

自己資本比率 (％) 7.9 7.5 3.6 8.0 △3.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 61,280 36,396 59,426 118,448 191,788

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,893 △3,293 △7,482 △5,765 △729

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △49,799 △28,082 45,197 △186,268 △190,430

現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

(百万円) 190,673 113,032 206,804 108,363 109,125

従業員数 
[外、平均臨時従業員数] 

(人) 
4,481 

［7,384］
4,545

［7,281］
4,406

［6,915］
4,400 
[7,338］

4,910
[7,244］

  
１株当たり純資産額 ＝ 

純資産の部の合計額－少数株主持分－優先株式の発行金額等 

  期末の普通株式の発行済株式数－期末の普通株式の自己株式数 



(2) 提出会社の経営指標等 

（注）１．営業収益は、消費税等を除いて表示しております。 

２．平成19年６月４日付で普通株式２株を１株に、優先株式10株を１株に併合しております。 

３．第47期中間期より、純資産額の算定にあたっては、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

４．１株当たり情報については、「企業内容等の開示に関する内閣府令」に基づき省略しております。 

  

 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

営業収益 (百万円) 153,743 147,161 137,232 324,590 300,125

経常利益 (百万円) 20,561 13,923 4,850 50,746 14,506

中間（当期）純利益 
(△は中間(当期)純損失) 

(百万円) 16,877 8,734 4,403 13,454 △460,934

資本金 (百万円) 220,202 220,202 150,000 220,202 220,202

発行済株式総数 (千株)    

普通株式   829,312 864,864 502,375 829,312 864,864

優先株式   550,000 540,000 340,000 550,000 531,894

純資産額 (百万円) 349,454 330,672 154,991 346,471 △138,981

総資産額 (百万円) 4,410,237 4,450,642 4,483,028 4,368,274 4,416,809

１株当たり配当額 (円) － － －

普通株式  
3.00 

第一回Ａ種 
優先株式 

6.77 
第一回Ｂ種 
優先株式 

10.52 
第一回Ｃ種 
優先株式 

15.52 
第一回Ｄ種 
優先株式 

16.77 
第一回Ｅ種 
優先株式 

18.02 
第一回Ｆ種 
優先株式 

18.54 
第一回Ｇ種 
優先株式 

23.54 
第一回Ｈ種 
優先株式 

26.04 

－

自己資本比率 (％) 7.9 7.4 3.5 7.9 △3.1

従業員数 
[外、平均臨時従業員数] 

(人) 
3,504 
[6,440] 

3,471
[6,148] 

3,188
[5,824] 

3,423 
［6,329] 

3,743
［6,133] 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、オリコグループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が設立により新たに提出会社の重要な関係会社となりました。 

（注）議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

  

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数(嘱託を含む)は当中間連結会計期間における平均雇用人員であります。 

２．従業員数が当中間連結会計期間において504人減少しておりますが、その主な理由は、当社における希望退職の実施によ

るものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数(嘱託を含む)は当中間会計期間における平均雇用人員であります。 

２．従業員数が当中間会計期間において555人減少しておりますが、その主な理由は、希望退職の実施によるものでありま

す。 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について、特に記載すべき事項はありません。 

  

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容
議決権の所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社）       

㈱オリコオート東京 
東京都 
品川区 

50 
その他の事業
（オートローン営業推進代
行業務） 

100.0
（100.0） 

業務委託等 

  平成19年９月30日現在

事業区分 従業員数（人） 臨時従業員数（人） 

信販業 3,283 5,825 

その他の事業 1,123 1,090 

計 4,406 6,915 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 臨時従業員数（人） 

3,188 5,824



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、公共投資は低調に推移しているものの企業業績は好調に推移しており、雇用者

所得の緩やかな増加による個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかに拡大してまいりました。 

しかしながら、当業界におきましては業界の垣根を越えた競争がより一層激化しており、メガバンクを中心とする業界再編

の動きもますます加速しております。また、昨年12月に成立した改正貸金業法に加え、割賦販売法や特定商取引法の改正に向

けた動きにも注視する必要があるなど対処すべき課題も多く、厳しい経営環境が続いております。 

こうした経営環境が劇的に変化するなか、当社は、過払金返還請求や信用収縮に伴う貸倒れリスクに前倒しで対応するなど

経営の安定化を図るため、前期末におきまして、業界他社に先駆けて大幅な損失処理を実施いたしました。また、併せて総額

2,900億円の資本増強策を実施し、抜本的な財務体質の改善を図るとともに、４月よりビジネスモデルの抜本的改革を謳った

５ヵ年の「新中期経営計画」をスタートさせました。具体策として、個品割賦の強化、カードショッピングのリボルビング払

いの積極的な拡大、並びに与信・回収能力を最大限に活用した保証事業の拡充を骨子とし、大株主でありますみずほフィナン

シャルグループ及び伊藤忠グループの強力なバックアップを得て、分割ニーズの高いお客さまに対して最適の商品・サービス

を提供することにより、事業基盤の拡大とコアビジネスの強化を図ってまいりました。 

主力商品であるオートローンにおきましては、乗用車販売台数の前年水準割れが続くなか、オートローン債権を保証する目

的の戦略子会社「株式会社ＣＡＬ信用保証」を伊藤忠商事株式会社の出資も受け設立し、リスクベーストプライシングタイプ

のオートローン商品を新たに導入し、前年同期実績を上回る取り扱いを確保いたしました。 

また、カードショッピングにおきましては、クレジットカードの新規会員獲得による取り扱いも順調に拡大し、家賃のカー

ド決済システム「スリーウェイサービス」も好調に推移したことにより、取扱高も順調に伸びております。 

しかしながら、ショッピングクレジット部門におきましては、特定商取引法等関連加盟店との取引を一層厳格に見直した結

果、当初の想定を上回るペースで取り扱いは減少しております。 

また、融資部門におきましても、改正貸金業法の成立に伴い、キャッシングサービス・ローンカードの適用金利を４月１日

以降の新規ご利用分より実質年率7.8％～18.0％に引下げたこと、与信の厳格化を併せて実行してきた影響もあり、融資残高

は減少し、収益も減少いたしました。 

但し、このような加盟店管理強化や与信の厳格化は、債権の良質化に向けた取り組みの一環であり、今後の貸倒関係費削減

につながるものであります。 

  

なお、みずほフィナンシャルグループ及び伊藤忠グループとのアライアンスにつきましては、成果が拡大しつつあります。

みずほ連携におきましては、キャプティブローン（加盟店を介したみずほ銀行による販売提携ローン）の残高が5,600億円を

超え順調に増加し、加盟店紹介も8,000拠点を超えるなど着実に進展しております。また、みずほ銀行の消費者ローンの保

証・回収を全て請け負う「みずほオリコカードローン」も着実に残高を積上げており、新たに「みずほ多目的ローン（住宅

ローン利用者専用口）」を共同開発し７月より取扱開始するなど、連携強化による事業拡大を図ってまいりました。 

伊藤忠連携におきましては、そのネットワークを最大限に活かした大型加盟店の開拓や大型提携カードの開発に注力してま

いりました。２月に募集を開始いたしました「学研カード」の会員獲得はすでに８万枚まで積み上がっており、また、新たに

株式会社Ｔカード＆マーケティング（カルチュア・コンビニエンス・クラブグループ）とカメラのキタムラや富士シティオを

はじめとするティーポイント提携先でのカード発行に関する包括的提携契約を締結し、「Ｔカードプラス」の募集を開始して

おります。 

 



また、当社子会社である株式会社オリコ商事の保険代理店事業と伊藤忠保険サービス株式会社の保険流通事業を統合し、生

損保商品を双方の取引先に対し販売開始しております。 

  

一方、販売費及び一般管理費につきましては、改正貸金業法の成立に起因する信用収縮を背景に、貸倒関係費は一時的な高

止まりをみせたものの、販売促進費並びにカード関係費等の削減により、前年同期比で減少いたしました。 

また、７月１日付で営業及び回収部門において、当初計画を上回る合計35店舗の集約を行いました。加えて、オリコオート

（オートローン推進専門子会社）を徹底活用したローコストかつ戦略的な店舗配置を進めるとともに、事務の集約等による生

産性の向上に努めてまいりました。併せて、472名におよぶ早期希望退職や処遇面の見直し等も実施済であり、今後こうした

リストラ効果が一層具現化していくこととなります。 

なお、過払金返還請求に関しましては、前期末に抜本的な引当計上を実施したことにより、今中間期への損益インパクトは

発生しておりません。 

  

以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、営業収益1,445億円（前年同期比6.1%減）、経常利益55億円（前年同期比62.7%

減）、中間純利益46億円（前年同期比49.4%減）となりました。 

これは、５月15日に公表いたしました業績予想に対しましては、営業収益で5.7%減、経常利益で5.0%増、中間純利益で5.7%

減となっており、ほぼ期初に策定した「新中期経営計画」に沿った利益水準を確保いたしました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ976億円増加し、2,068億円となりま

した。 

  

各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間の営業活動による資金の増加は、594億円（前年同期比230億円の収入増）となりました。 

これは、主に売上債権の減少によるものであります。 

また、当中間連結会計期間において債権流動化により調達した資金は、1,302億円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間の投資活動による資金の減少は、74億円（前年同期比41億円の支出増）となりました。 

これは、主に有形・無形固定資産の取得によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間の財務活動による資金の増加は、451億円（前年同期比732億円の収入増）となりました。 

これは、主に株式の発行により資金が増加した一方で、借入金の返済により減少したことによるものであります。 

  

 



(3）主な事業の状況 

［信販業］ 

 信販業の事業収益は、1,303億円（前年同期比10.3%減）であり、以下に記載しております。 

  

 （参考資料）信販業における事業収益 

  

総合あっせん部門（カードショッピング業務） 

当部門におきましては、お客さまのニーズにマッチした付加価値の高いカード発行に注力するとともに、稼働率の高いカード

獲得に努めてまいりました。 

家賃のカード決済システム「スリーウェイサービス」の取扱高が前年同期比15.5％増と好調に推移いたしました。また、お客

さまのニーズに応えるため、先行して取り扱いを開始していました電気・ガスに加えて、８月には、東京都水道局と提携し、水

道・下水道料金のクレジットカード決済サービスを開始するなど、公共料金における決済手段の多様化に対応し、利便性拡大に

努めてまいりました。また、携帯電話料金、高速道路でのＥＴＣ利用など、生活に密着した分野でのカード決済の取り扱いにつ

いても積極的に拡大してまいりました。 

さらに、インターネットを活用した「ｅオリコサービス」の会員が115万人を超えたほか、７月には、小額決済に対応した非

接触ICによる決済サービス「QUICPayTM」（クイックペイ）のカードタイプ(子カード型)の取り扱いを開始、８月には、後払い電

子マネー「iDTM」(アイディ)を搭載したクレジットカード「ラフォーレカードiD」の募集をラフォーレ原宿・新潟にて開始する

など、新たな分野への取り組みも開始し、取り扱い拡大に努めてまいりました。 

この結果、当部門の事業収益は、105億円（前年同期比1.7%増）となりました。 

  

個品あっせん部門及び信用保証部門（クレジット業務及び保証業務） 

当部門におきましては、主力商品のオートローンにつきまして、マーケットが縮小傾向にあるなか、オートローン債権を保証

する目的の戦略子会社「株式会社ＣＡＬ信用保証」を伊藤忠商事株式会社の協力を得て設立のうえ、リスクベーストプライシン

グタイプのオートローン商品を新たに導入し、全国展開による取り扱いの拡大と収益改善を図ってまいりました。また、大型中

古車販売組織である「ＴＡＸ」との九州地区における提携や、カー用品業界最大手の株式会社オートバックスセブングループと

保証業務に関して単独提携するなど、シェア拡大に努めてまいりました。 

また、オリコオート(オートローン推進専門子会社)を活用し、きめ細かな営業を展開することで、シェアの拡大による取扱高

の増加に繋げてまいりました。加えて、みずほフィナンシャルグループ及び伊藤忠商事株式会社とのアライアンスを一層強化

し、上場企業や地域大型店の開発に努めるとともに、キャプティブローン（加盟店を介したみずほ銀行による販売提携ローン）

を積極的に推進することにより、信用保証の収益拡大に努めてまいりました。 

一方、金融機関に対する保証業務に関しましては、お客さまニーズを取り込むとともに、金融機関ニーズにもマッチしたリス

クに応じた段階的保証料率の活用を積極的に展開、併せてみずほ連携を活用した新たな地銀との提携や新規提携商品の開発に取

り組むなど、取り扱いの拡大と収益の改善に努めてまいりました。 

また、４月には、株式会社セントラルファイナンス青森の株式会社みちのく銀行向け保証業務並びに既存の銀行保証残高を会

社分割により事業承継するなど、銀行保証事業の一層の強化を図ってまいりました。 

しかしながら、個品あっせん部門におきましては、特定商取引法等関連加盟店との取引を一層厳格に見直した結果、当初の想

定を上回るペースで取り扱いが減少し、事業収益も減少しております。 

この結果、個品あっせん部門の事業収益は、142億円（前年同期比18.5%減）、信用保証部門の事業収益は、390億円（前年同

期比10.8%増）となりました。なお、個品あっせん部門における事業収益減少は、主に特定商取引法関連加盟店との取引を厳格

に見直したことや与信の厳格化によるものであり、債権の良質化に向けた取り組みの一環で、今後の貸倒関係費削減につながる

ものであります。 

  

融資部門（消費者ローン業務） 

当部門におきましては、昨年12月に成立いたしました改正貸金業法の影響を受けるなか、当社が保有する顧客情報を活用した

  部門 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前年同期比 

金額（億円） 金額（億円） 増減率（％） 

  総合あっせん 103 105 1.7 

  個品あっせん 175 142 △18.5 

  信用保証 352 390 10.8 

  融資 798 641 △19.6 

  その他 23 22 △2.8 

  計 1,453 1,303 △10.3 



ダイレクトマーケティングによる融資専用カード「ＣＲＥＳＴ」の獲得に注力するとともに、資金需要期に合わせた目的ロー

ンの販売、加盟店や取引先企業を対象とした職域ローンの販売、カードキャッシング及び融資専用カードの利用促進を推進し、

優良資産残高の拡大に努めてまいりました。 

伊藤忠アライアンス拡大策の一環として、伊藤忠グループの社員向け職域ローンを伊藤忠ファイナンス株式会社より債権譲渡

を受けるとともに、新たに10月からは、グループ17社の社員向け職域ローンの取り扱いを開始いたしました。 

しかしながら、キャッシングサービス・ローンカードの適用金利を４月１日以降の新規ご利用分より実質年率7.8％～18.0％

に引下げたことや、大胆に与信モデルの変更等を実施した影響により、事業収益は伸び悩みました。 

この結果、融資部門の事業収益は、641億円（前年同期比19.6%減）となりましたが、当部門の収益減少は、主に利息制限法に

基づく上限金利を超えた貸付残高を圧縮したことや与信の厳格化によるものであり、債権の良質化に向けた取り組みの一環で、

今後の貸倒関係費削減につながるものであります。 

  

［その他の事業］ 

その他の事業におきましては、サービサー会社である日本債権回収株式会社が、サービサー事業としての不良債権の回収や債

権の受託管理のみならず、中小企業の事業再生及び個人に関する回収ノウハウを培い、着実に実績を上げてまいりました。その

結果、８月には４期連続で、総額40億円の資金を日本政策投資銀行とみずほコーポレート銀行のアレンジによるシンジケート・

ローンにて調達することができました。この安定的な資金調達により、更なる業容拡大を推進してまいりました。 

また、オリファサービス債権回収株式会社は、「顧客の調査から債権回収業務まで」受託可能な全国ネットの現地回収型サー

ビサーとして事業領域を拡大してまいりました。これにより、オリコグループの回収業務をより効率的に補完することができ、

当社、グループ会社が一体となって、回収部門における収益拡大に取り組んでまいりました。 

加えて、当社の得意とする回収機能を活かした新たな取り組みの一環として、５月には北海道社会保険事務局より国民年金電

話納付督励業務を受託し、国民年金保険料の未納者に対して、電話での入金案内業務を開始いたしました。また、９月には同札

幌市内地区の国民年金保険料収納業務（市場化テスト）を落札し、10月より未納者に対して電話、文書、戸別訪問による納付案

内業務を開始しております。 

その他のグループ企業につきましても、情報処理サービス会社や信販周辺業務の受託会社など、クレジット関連業務を中心に

グループ会社間の連携強化に努めてまいりました。 

この結果、その他の事業における事業収益は、56億円（前年同期比4.5%増）となりました。 

  



２【連結営業実績】 

（注）１．上記金額は、消費税等を除いて表示しております。 

２．事業収益の各部門収益には、割賦売掛金の流動化による収益が次のとおり含まれております。 

３．信販業の主要部門における取扱高 

 

区分 

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

対前年同期増減 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

事業 
収益 

信販業 145,370 130,362 △15,008 

  総合あっせん部門収益 10,392 10,573 180 

  個品あっせん部門収益 17,540 14,297 △3,243 

  信用保証部門収益 35,247 39,058 3,810 

  融資部門収益 79,878 64,185 △15,692 

  その他 2,311 2,247 △63 

その他の事業 5,391 5,633 241 

小計 150,761 135,995 △14,766 

金融収益 597 854 256 

その他の営業収益 2,600 7,654 5,054 

合計 153,960 144,504 △9,455 

    （前中間連結会計期間） （当中間連結会計期間） 

  総合あっせん部門収益 1,474百万円 1,497百万円 

  個品あっせん部門収益 8,201百万円 7,120百万円 

  融資部門収益 60,030百万円 44,180百万円 

  計 69,706百万円 52,799百万円 

部門 

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

対前年同期増減 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

総合あっせん 438,738 484,286 45,547 

個品あっせん 266,533 194,192 △72,340 

信用保証 606,417 598,075 △8,342 

融資 306,688 266,849 △39,839 

計 1,618,378 1,543,403 △74,974 



提出会社参考情報 

(1) 営業収益 

（注）１．上記金額は、消費税等を除いて表示しております。 

２．事業収益の各部門収益には、割賦売掛金の流動化による収益が次のとおり含まれております。 

  

(2) 取扱高 

（注）（ ）内は、元本取扱高（クレジット対象額等）であります。 

  

 

区分 

前中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

対前年同期増減 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

事業収益     

総合あっせん部門収益 10,380 10,562 181 

個品あっせん部門収益 17,417 14,206 △3,211 

信用保証部門収益 35,009 38,737 3,728 

融資部門収益 79,744 64,115 △15,628 

その他 2,432 2,462 30 

小計 144,983 130,083 △14,900 

金融収益 200 765 565 

その他の営業収益 1,977 6,382 4,405 

合計 147,161 137,232 △9,929 

    （前中間会計期間） （当中間会計期間） 

  総合あっせん部門収益 1,474百万円 1,497百万円 

  個品あっせん部門収益 8,201百万円 7,120百万円 

  融資部門収益 60,030百万円 44,180百万円 

  計 69,706百万円 52,799百万円 

部門 

前中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

対前年同期増減 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

総合あっせん 438,738 (437,035) 484,286 (482,496) 45,547 ( 45,460)

個品あっせん 266,458 (250,113) 194,126 (184,768) △72,331 (△65,344)

信用保証 600,508 (556,584) 591,720 (546,099) △8,788 (△10,485)

融資 306,688 266,849 △39,839 

その他 45,566 56,971 11,405 

合計 1,657,960 1,593,954 △64,006 



（形態別営業資産残高） 

（注）金額合計は、中間貸借対照表科目「割賦売掛金」「信用保証割賦売掛金」の合計であります。 

  

 

区分 

前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

対前年同期増減 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
増減率
（％） 

カード事業 229,072 6.8 238,803 6.6 9,730 4.2

（債権を流動化した残高） ( 401,543) ( 361,462) ( △40,080) (△10.0)

（流動化を含む残高） ( 630,615) ( 600,266) ( △30,349) ( △4.8)

  ショッピング 86,677 2.6 78,654 2.2 △8,023 △9.3

  (債権を流動化した残高) (  48,094) ( 59,817) (  11,723) ( 24.4)

  (流動化を含む残高) ( 134,771) ( 138,471) (  3,700) (  2.7)

  融資 142,394 4.2 160,148 4.4 17,754 12.5

  (債権を流動化した残高) ( 353,449) ( 301,645) ( △51,803) (△14.7)

  (流動化を含む残高) ( 495,843) ( 461,794) ( △34,049) ( △6.9)

クレジット事業 3,130,995 93.2 3,408,519 93.4 277,524 8.9

（債権を流動化した残高） ( 657,481) ( 630,828) ( △26,652) ( △4.1)

（流動化を含む残高） (3,788,476) (4,039,348) ( 250,871) (  6.6)

  オートローン 1,142,030 34.0 1,464,179 40.1 322,149 28.2

  (債権を流動化した残高) ( 186,222) ( 176,058) ( △10,163) ( △5.5)

  (流動化を含む残高) (1,328,252) (1,640,238) ( 311,985) ( 23.5)

  ショッピング 503,398 15.0 441,311 12.1 △62,086 △12.3

  (債権を流動化した残高) ( 245,393) ( 244,573) (  △820) ( △0.3)

  (流動化を含む残高) ( 748,792) ( 685,884) ( △62,907) ( △8.4)

  融資 1,485,567 44.2 1,503,028 41.2 17,461 1.2

  (債権を流動化した残高) ( 225,864) ( 210,196) ( △15,667) ( △6.9)

  (流動化を含む残高) (1,711,432) (1,713,225) (  1,793) (  0.1)

    一般個人ローン 199,583 5.9 205,398 5.6 5,814 2.9

    (債権を流動化した残高) ( 184,765) ( 173,608) ( △11,156) ( △6.0)

    (流動化を含む残高) ( 384,348) ( 379,007) ( △5,341) ( △1.4)

    銀行ローン保証 961,418 28.6 1,004,569 27.6 43,151 4.5

    住宅ローン 324,565 9.7 293,060 8.0 △31,504 △9.7

    (債権を流動化した残高) (  41,099) ( 36,588) ( △4,511) (△11.0)

    (流動化を含む残高) ( 365,664) ( 329,649) ( △36,015) ( △9.8)

合計 3,360,067 100.0 3,647,323 100.0 287,255 8.5

（債権を流動化した残高） (1,059,024) ( 992,291) ( △66,732) ( △6.3)

（流動化を含む残高） (4,419,092) (4,639,614) ( 220,522) (  5.0)



(3) 主要部門におけるカード発行枚数、利用件数、保証件数及び加盟店数 

（注）１．利用件数は、各中間会計期間末における顧客に対する請求件数であります。 

２．保証件数は、各中間会計期間末における提携金融機関等に対する保証件数であります。 

  

(4) 融資における業種別貸出状況 

 

部門 区分 
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）

総合あっせん クレジットカード有効会員数（千人） 10,891 11,285 

個品あっせん 利用件数（千件） 1,326 1,347 

信用保証 保証件数（千件） 3,307 3,930 

融資 
ローンカード有効会員数（千人） 1,535 1,483 

利用件数（千件） 21,367 20,818 

加盟店数（千店） 681 724 

業種 

前中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

貸出金残高 
（百万円） 

構成比
（％） 

貸出件数
（件） 

貸出金残高
（百万円） 

構成比
（％） 

貸出件数 
（件） 

製造業 － － － － － －

農業 － － － － － －

林業 － － － － － －

漁業 － － － － － －

鉱業 － － － － － －

建設業 － － － － － －

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － －

運輸・通信業 － － － － － －

卸売・小売業、飲食店 421 0.1 3 415 0.1 3

金融・保険業 71,805 14.8 6 70,628 14.0 6

不動産業 4,933 1.0 15 6,261 1.2 12

サービス業 324 0.1 3 178 0.0 4

地方公共団体 － － － － － －

個人 403,497 83.4 21,367,560 424,006 83.6 20,818,687

その他 3,100 0.6 3 5,400 1.1 4

合計 484,083 100.0 21,367,590 506,889 100.0 20,818,716



(5) 融資における担保別貸出状況 

  

  

担保の種類 

前中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

貸出金残高（百万円） 貸出金残高（百万円） 

有価証券 4,206 3,960 

債権 15,423 14,959 

商品 － － 

不動産 69,877 63,634 

その他 2,056 1,892 

小計 91,564 84,446 

保証 － － 

信用 392,518 422,443 

合計 484,083 506,889 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、オリコグループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 記載すべき事項はありません。 

  

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  
  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,825,000,000 

Ａ種優先株式 4,000,000 

Ｂ種優先株式 6,000,000 

Ｃ種優先株式 10,000,000 

Ｄ種優先株式 10,000,000 

Ｅ種優先株式 10,000,000 

Ｆ種優先株式 3,000,000 

Ｇ種優先株式 6,000,000 

Ｈ種優先株式 6,000,000 

Ｉ種優先株式 140,000,000 

Ｊ種優先株式 150,000,000 

計 2,170,000,000 



②【発行済株式】 

（注）１．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、すべて議決権を有しております。 

 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年12月19日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 502,375,455 502,375,455
東京証券取引所 
大阪証券取引所 
（各市場第二部） 

(注)１ 

第一回Ｂ種優先株式 6,000,000 6,000,000 非上場・非登録 (注)２ 

第一回Ｃ種優先株式 10,000,000 10,000,000 同上 (注)３ 

第一回Ｄ種優先株式 10,000,000 10,000,000 同上 (注)４ 

第一回Ｅ種優先株式 10,000,000 10,000,000 同上 (注)５ 

第一回Ｆ種優先株式 2,000,000 2,000,000 同上 (注)６ 

第一回Ｇ種優先株式 6,000,000 6,000,000 同上 (注)７ 

第一回Ｈ種優先株式 6,000,000 6,000,000 同上 (注)８ 

第一回Ｉ種優先株式 140,000,000 140,000,000 同上 (注)９,11

第一回Ｊ種優先株式 150,000,000 150,000,000 同上 (注)10 

計 842,375,455 842,375,455 － － 



２．第一回Ｂ種優先株式（以下「Ｂ種優先株式」という。）の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先株主配当金 

① 優先配当金の額 

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行うときは、当

該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当を行うときは、毎年３

月31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又はＢ

種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種登録株式質権者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記

載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｂ種優先株式１株当たり500円に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める年

率（以下「Ｂ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｂ種優先配当金」という。）を支払う。

但し、当該事業年度において後記②に定めるＢ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｂ種優先中間配当金を控除

した額とする。 

Ｂ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

Ｂ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％ 

・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年

率修正日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその直後の10月

１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヵ月物日本円ＴＩＢＯ

Ｒとして公表される数値の平均値を指すものとする。 

② 優先中間配当金の額 

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＢ種優先株主又はＢ種登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株

につき各事業年度におけるＢ種優先配当金の２分の１の額の金銭（以下「Ｂ種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

③ 非累積条項 

ある事業年度においてＢ種優先株主又はＢ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＢ種優先配当金の額

に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④ 参加条項 

Ｂ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ｂ種優先配

当金（Ｂ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うことが

でき、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うときは、Ｂ種優先株主又はＢ種登録株式

質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の配当財産を交付する。 

(2) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株主又はＢ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき500円を支払う。Ｂ種優先株主又はＢ種登録株式質権者に対しては、前記のほか

残余財産の分配は行わない。 

(3) 議決権 

Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決権を有しない。 

 



(4) 普通株式への転換を請求する権利 

Ｂ種優先株主は、当会社に対して、以下に定める期間中、その有するＢ種優先株式の全部又は一部を取得し、これと

引換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という）を請求することができる。 

① 転換を請求することができる期間 

平成21年２月１日から平成31年２月１日まで 

② 転換条件 

イ．当初交付価額 

当初交付価額は228円とする。 

ロ．転換により交付する普通株式数 

転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

交付すべき株式数の算出に当たって１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

ハ．交付価額の調整 

Ｂ種優先株式の発行後、株式分割や株式併合により普通株式を発行する場合その他一定の場合には交付価額は下

記算式により計算される交付価額に調整されるほか、合併等により交付価額の調整を必要とする場合には必要な

交付価額の調整を行う。 

(5)取得条項（強制転換） 

当会社は、取得することを請求することができる期間中に取得請求のなかったＢ種優先株式を、同期間の末日の翌日

（以下本項において「一斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えにＢ種優先株式の払込金額相当額の総

額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。前記の普通株式数の算出に当たって

１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。 

(6) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。当会社は

Ｂ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。 

(7) 優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び優先中間配当金の支払順位並びに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

 

  
取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 

Ｂ種優先株主が取得の請求を

したＢ種優先株式の払込金額

の総額 

÷ 交付価額 

  

調整後 

交付価額 
＝ 

調整前 

交付価額 
× 

既発行 

普通株式数 
＋ 

交付普通株

式数 
×

１株当たり

の払込金額 

  １株当たり時価 

  既発行普通株式数＋交付普通株式数 



３．第一回Ｃ種優先株式（以下「Ｃ種優先株式」という。）の内容は次のとおりであります。 

(1)優先株主配当金 

① 優先配当金の額 

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行うときは、当

該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当を行うときは、毎年３

月31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＣ種優先株式を有する株主（以下「Ｃ種優先株主」という。）又はＣ

種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｃ種登録株式質権者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記

載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｃ種優先株式１株当たり500円に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める年

率（以下「Ｃ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｃ種優先配当金」という。）を支払う。

但し、当該事業年度において後記②に定めるＣ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｃ種優先中間配当金を控除

した額とする。 

Ｃ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

Ｃ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％ 

・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年

率修正日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその直後の10月

１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヵ月物日本円ＴＩＢＯ

Ｒとして公表される数値の平均値を指すものとする。 

② 優先中間配当金の額 

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＣ種優先株主又はＣ種登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｃ種優先株式１株

につき各事業年度におけるＣ種優先配当金の２分の１の額の金銭（以下「Ｃ種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

③ 非累積条項 

ある事業年度においてＣ種優先株主又はＣ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＣ種優先配当金の額

に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④ 参加条項 

Ｃ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ｃ種優先配

当金（Ｃ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うことが

でき、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うときは、Ｃ種優先株主又はＣ種登録株式

質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の配当財産を交付する。 

(2) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｃ種優先株主又はＣ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、Ｃ種優先株式１株につき500円を支払う。Ｃ種優先株主又はＣ種登録株式質権者に対しては、前記のほか

残余財産の分配は行わない。 

(3) 議決権 

Ｃ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決権を有しない。 

 



(4) 普通株式への転換を請求する権利 

Ｃ種優先株主は、当会社に対して、以下に定める期間中、その有するＣ種優先株式の全部又は一部を取得し、これと

引換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という）を請求することができる。 

① 転換を請求することができる期間 

平成21年２月１日から平成31年２月１日まで 

② 転換条件 

イ．当初交付価額 

当初交付価額は228円とする。 

ロ．転換により交付する普通株式数 

転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

交付すべき株式数の算出に当たって１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

ハ．交付価額の調整 

Ｃ種優先株式の発行後、株式分割や株式併合により普通株式を発行する場合その他一定の場合には交付価額は下

記算式により計算される交付価額に調整されるほか、合併等により交付価額の調整を必要とする場合には必要な

交付価額の調整を行う。 

(5)取得条項（強制転換） 

当会社は、取得することを請求することができる期間中に取得請求のなかったＣ種優先株式を、同期間の末日の翌日

（以下本項において「一斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えにＣ種優先株式の払込金額相当額の総

額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。前記の普通株式数の算出に当たって

１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。 

(6) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｃ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。当会社は

Ｃ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。 

(7) 優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び優先中間配当金の支払順位並びに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

 

  
取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 

Ｃ種優先株主が取得の請求

をしたＣ種優先株式の払込

金額の総額 

÷ 交付価額 

  

調整後 

交付価額 
＝ 

調整前 

交付価額 
× 

既発行 

普通株式数 
＋ 

交付普通株

式数 
×

１株当たり

の払込金額 

  １株当たり時価 

  既発行普通株式数＋交付普通株式数 



４．第一回Ｄ種優先株式（以下「Ｄ種優先株式」という。）の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先株主配当金 

① 優先配当金の額 

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行うときは、当

該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当を行うときは、毎年３

月31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＤ種優先株式を有する株主（以下「Ｄ種優先株主」という。）又はＤ

種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｄ種登録株式質権者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記

載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｄ種優先株式１株当たり500円に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める年

率（以下「Ｄ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｄ種優先配当金」という。）を支払う。

但し、当該事業年度において後記②に定めるＤ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｄ種優先中間配当金を控除

した額とする。 

Ｄ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

Ｄ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％ 

・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年

率修正日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその直後の10月

１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヵ月物日本円ＴＩＢＯ

Ｒとして公表される数値の平均値を指すものとする。 

② 優先中間配当金の額 

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＤ種優先株主又はＤ種登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｄ種優先株式１株

につき各事業年度におけるＤ種優先配当金の２分の１の額の金銭（以下「Ｄ種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

③ 非累積条項 

ある事業年度においてＤ種優先株主又はＤ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＤ種優先配当金の額

に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④ 参加条項 

Ｄ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ｄ種優先配

当金（Ｄ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うことが

でき、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うときは、Ｄ種優先株主又はＤ種登録株式

質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の配当財産を交付する。 

(2) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｄ種優先株主又はＤ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、Ｄ種優先株式１株につき500円を支払う。Ｄ種優先株主又はＤ種登録株式質権者に対しては、前記のほか

残余財産の分配は行わない。 

(3) 議決権 

Ｄ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決権を有しない。 

 



(4) 普通株式への転換を請求する権利 

Ｄ種優先株主は、当会社に対して、以下に定める期間中、その有するＤ種優先株式の全部又は一部を取得し、これと

引換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という）を請求することができる。 

① 転換を請求することができる期間 

平成21年２月１日から平成31年２月１日まで 

② 転換条件 

イ．当初交付価額 

当初交付価額は228円とする。 

ロ．転換により交付する普通株式数 

転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

交付すべき株式数の算出に当たって１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

ハ．交付価額の調整 

Ｄ種優先株式の発行後、株式分割や株式併合により普通株式を発行する場合その他一定の場合には交付価額は下

記算式により計算される交付価額に調整されるほか、合併等により交付価額の調整を必要とする場合には必要な

交付価額の調整を行う。 

(5)取得条項（強制転換） 

当会社は、取得することを請求することができる期間中に取得請求のなかったＤ種優先株式を、同期間の末日の翌日

（以下本項において「一斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えにＤ種優先株式の払込金額相当額の総

額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。前記の普通株式数の算出に当たって

１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。 

(6) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｄ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。当会社は

Ｄ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。 

(7) 優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び優先中間配当金の支払順位並びに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

 

  
取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 

Ｄ種優先株主が取得の請求

をしたＤ種優先株式の払込

金額の総額 

÷ 交付価額 

  

調整後 

交付価額 
＝ 

調整前 

交付価額 
× 

既発行 

普通株式数 
＋ 

交付普通株

式数 
×

１株当たり

の払込金額 

  １株当たり時価 

  既発行普通株式数＋交付普通株式数 



５．第一回Ｅ種優先株式（以下「Ｅ種優先株式」という。）の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先株主配当金 

① 優先配当金の額 

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行うときは、当

該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当を行うときは、毎年３

月31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＥ種優先株式を有する株主（以下「Ｅ種優先株主」という。）又はＥ

種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｅ種登録株式質権者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記

載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｅ種優先株式１株当たり500円に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める年

率（以下「Ｅ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｅ種優先配当金」という。）を支払う。

但し、当該事業年度において後記②に定めるＥ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｅ種優先中間配当金を控除

した額とする。 

Ｅ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

Ｅ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％ 

・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年

率修正日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその直後の10月

１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヵ月物日本円ＴＩＢＯ

Ｒとして公表される数値の平均値を指すものとする。 

② 優先中間配当金の額 

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＥ種優先株主又はＥ種登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｅ種優先株式１株

につき各事業年度におけるＥ種優先配当金の２分の１の額の金銭（以下「Ｅ種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

③ 非累積条項 

ある事業年度においてＥ種優先株主又はＥ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＥ種優先配当金の額

に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④ 参加条項 

Ｅ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ｅ種優先配

当金（Ｅ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うことが

でき、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うときは、Ｅ種優先株主又はＥ種登録株式

質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の配当財産を交付する。 

(2) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｅ種優先株主又はＥ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、Ｅ種優先株式１株につき500円を支払う。Ｅ種優先株主又はＥ種登録株式質権者に対しては、前記のほか

残余財産の分配は行わない。 

(3) 議決権 

Ｅ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決権を有しない。 

 



(4) 普通株式への転換を請求する権利 

Ｅ種優先株主は、当会社に対して、以下に定める期間中、その有するＥ種優先株式の全部又は一部を取得し、これと

引換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という）を請求することができる。 

① 転換を請求することができる期間 

平成21年２月１日から平成31年２月１日まで 

② 転換条件 

イ．当初交付価額 

当初交付価額は228円とする。 

ロ．転換により交付する普通株式数 

転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

交付すべき株式数の算出に当たって１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

ハ．交付価額の調整 

Ｅ種優先株式の発行後、株式分割や株式併合により普通株式を発行する場合その他一定の場合には交付価額は下

記算式により計算される交付価額に調整されるほか、合併等により交付価額の調整を必要とする場合には必要な

交付価額の調整を行う。 

(5)取得条項（強制転換） 

当会社は、取得することを請求することができる期間中に取得請求のなかったＥ種優先株式を、同期間の末日の翌日

（以下本項において「一斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えにＥ種優先株式の払込金額相当額の総

額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。前記の普通株式数の算出に当たって

１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。 

(6) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｅ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。当会社は

Ｅ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。 

(7) 優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び優先中間配当金の支払順位並びに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

 

  
取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 

Ｅ種優先株主が取得の請求

をしたＥ種優先株式の払込

金額の総額 

÷ 交付価額 

  

調整後 

交付価額 
＝ 

調整前 

交付価額 
× 

既発行 

普通株式数 
＋

交付普通株

式数 
×

１株当たり

の払込金額 

  １株当たり時価 

  既発行普通株式数＋交付普通株式数 



６．第一回Ｆ種優先株式（以下「Ｆ種優先株式」という。）の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先株主配当金 

① 優先配当金の額 

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行うときは、当

該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当を行うときは、毎年３

月31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＦ種優先株式を有する株主（以下「Ｆ種優先株主」という。）又はＦ

種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｆ種登録株式質権者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記

載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｆ種優先株式１株当たり1,000円に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める

年率（以下「Ｆ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｆ種優先配当金」という。）を支払

う。但し、当該事業年度において後記②に定めるＦ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｆ種優先中間配当金を

控除した額とする。 

Ｆ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

Ｆ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％ 

・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年

率修正日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその直後の10月

１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヵ月物日本円ＴＩＢＯ

Ｒとして公表される数値の平均値を指すものとする。 

② 優先中間配当金の額 

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＦ種優先株主又はＦ種登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｆ種優先株式１株

につき各事業年度におけるＦ種優先配当金の２分の１の額の金銭（以下「Ｆ種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

③ 非累積条項 

ある事業年度においてＦ種優先株主又はＦ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＦ種優先配当金の額

に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④ 参加条項 

Ｆ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ｆ種優先配

当金（Ｆ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うことが

でき、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うときは、Ｆ種優先株主又はＦ種登録株式

質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の配当財産を交付する。 

(2) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｆ種優先株主又はＦ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、Ｆ種優先株式１株につき1,000円を支払う。Ｆ種優先株主又はＦ種登録株式質権者に対しては、前記のほ

か残余財産の分配は行わない。 

(3) 議決権 

Ｆ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決権を有しない。 

 



(4) 普通株式への転換を請求する権利 

Ｆ種優先株主は、当会社に対して、以下に定める期間中、その有するＦ種優先株式の全部又は一部を取得し、これと

引換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という）を請求することができる。 

① 転換を請求することができる期間 

平成21年２月１日から平成31年２月１日まで 

② 転換条件 

イ．当初交付価額 

当初交付価額は216円とする。 

ロ．転換により交付する普通株式数 

転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

交付すべき株式数の算出に当たって１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

ハ．交付価額の調整 

Ｆ種優先株式の発行後、株式分割や株式併合により普通株式を発行する場合その他一定の場合には交付価額は下

記算式により計算される交付価額に調整されるほか、合併等により交付価額の調整を必要とする場合には必要な

交付価額の調整を行う。 

(5)取得条項（強制転換） 

当会社は、取得することを請求することができる期間中に取得請求のなかったＦ種優先株式を、同期間の末日の翌日

（以下本項において「一斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えにＦ種優先株式の払込金額相当額の総

額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。前記の普通株式数の算出に当たって

１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。 

(6) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｆ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。当会社は

Ｆ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。 

(7) 優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び優先中間配当金の支払順位並びに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

 

  
取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 

Ｆ種優先株主が取得の請求

をしたＦ種優先株式の払込

金額の総額 

÷ 交付価額 

  

調整後 

交付価額 
＝ 

調整前 

交付価額 
× 

既発行 

普通株式数 
＋

交付普通株

式数 
×

１株当たり

の払込金額 

  １株当たり時価 

  既発行普通株式数＋交付普通株式数 



７．第一回Ｇ種優先株式（以下「Ｇ種優先株式」という。）の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先株主配当金 

① 優先配当金の額 

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行うときは、当

該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当を行うときは、毎年３

月31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＧ種優先株式を有する株主（以下「Ｇ種優先株主」という。）又はＧ

種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｇ種登録株式質権者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記

載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｇ種優先株式１株当たり1,000円に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める

年率（以下「Ｇ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｇ種優先配当金」という。）を支払

う。但し、当該事業年度において後記②に定めるＧ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｇ種優先中間配当金を

控除した額とする。 

Ｇ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

Ｇ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％ 

・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年

率修正日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその直後の10月

１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヵ月物日本円ＴＩＢＯ

Ｒとして公表される数値の平均値を指すものとする。 

② 優先中間配当金の額 

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＧ種優先株主又はＧ種登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｇ種優先株式１株

につき各事業年度におけるＧ種優先配当金の２分の１の額の金銭（以下「Ｇ種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

③ 非累積条項 

ある事業年度においてＧ種優先株主又はＧ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＧ種優先配当金の額

に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④ 参加条項 

Ｇ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ｇ種優先配

当金（Ｇ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うことが

でき、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うときは、Ｇ種優先株主又はＧ種登録株式

質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の配当財産を交付する。 

(2) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｇ種優先株主又はＧ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、Ｇ種優先株式１株につき1,000円を支払う。Ｇ種優先株主又はＧ種登録株式質権者に対しては、前記のほ

か残余財産の分配は行わない。 

(3) 議決権 

Ｇ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決権を有しない。 

 



(4) 普通株式への転換を請求する権利 

Ｇ種優先株主は、当会社に対して、以下に定める期間中、その有するＧ種優先株式の全部又は一部を取得し、これと

引換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という）を請求することができる。 

① 転換を請求することができる期間 

平成21年２月１日から平成31年２月１日まで 

② 転換条件 

イ．当初交付価額 

当初交付価額は216円とする。 

ロ．転換により交付する普通株式数 

転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

交付すべき株式数の算出に当たって１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

ハ．交付価額の調整 

Ｇ種優先株式の発行後、株式分割や株式併合により普通株式を発行する場合その他一定の場合には交付価額は下

記算式により計算される交付価額に調整されるほか、合併等により交付価額の調整を必要とする場合には必要な

交付価額の調整を行う。 

(5)取得条項（強制転換） 

当会社は、取得することを請求することができる期間中に取得請求のなかったＧ種優先株式を、同期間の末日の翌日

（以下本項において「一斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えにＧ種優先株式の払込金額相当額の総

額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。前記の普通株式数の算出に当たって

１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。 

(6) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｇ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。当会社は

Ｇ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。 

(7) 優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び優先中間配当金の支払順位並びに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

 

  
取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 

Ｇ種優先株主が取得の請求

をしたＧ種優先株式の払込

金額の総額 

÷ 交付価額 

  

調整後 

交付価額 
＝ 

調整前 

交付価額 
× 

既発行 

普通株式数 
＋

交付普通株

式数 
×

１株当たり

の払込金額 

  １株当たり時価 

  既発行普通株式数＋交付普通株式数 



８．第一回Ｈ種優先株式（以下「Ｈ種優先株式」という。）の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先株主配当金 

① 優先配当金の額 

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行うときは、当

該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当を行うときは、毎年３

月31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＨ種優先株式を有する株主（以下「Ｈ種優先株主」という。）又はＨ

種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｈ種登録株式質権者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記

載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｈ種優先株式１株当たり1,000円に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める

年率（以下「Ｈ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｈ種優先配当金」という。）を支払

う。但し、当該事業年度において後記②に定めるＨ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｈ種優先中間配当金を

控除した額とする。 

Ｈ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

Ｈ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％ 

・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年

率修正日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその直後の10月

１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヵ月物日本円ＴＩＢＯ

Ｒとして公表される数値の平均値を指すものとする。 

② 優先中間配当金の額 

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＨ種優先株主又はＨ種登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｈ種優先株式１株

につき各事業年度におけるＨ種優先配当金の２分の１の額の金銭（以下「Ｈ種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

③ 非累積条項 

ある事業年度においてＨ種優先株主又はＨ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＨ種優先配当金の額

に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④ 参加条項 

Ｈ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ｈ種優先配

当金（Ｈ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うことが

でき、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うときは、Ｈ種優先株主又はＨ種登録株式

質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の配当財産を交付する。 

(2) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｈ種優先株主又はＨ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、Ｈ種優先株式１株につき1,000円を支払う。Ｈ種優先株主又はＨ種登録株式質権者に対しては、前記のほ

か残余財産の分配は行わない。 

(3) 議決権 

Ｈ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決権を有しない。 

 



(4) 普通株式への転換を請求する権利 

Ｈ種優先株主は、当会社に対して、以下に定める期間中、その有するＨ種優先株式の全部又は一部を取得し、これと

引換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という）を請求することができる。 

① 転換を請求することができる期間 

平成21年２月１日から平成31年２月１日まで 

② 転換条件 

イ．当初交付価額 

当初交付価額は216円とする。 

ロ．転換により交付する普通株式数 

転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

交付すべき株式数の算出に当たって１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

ハ．交付価額の調整 

Ｈ種優先株式の発行後、株式分割や株式併合により普通株式を発行する場合その他一定の場合には交付価額は下

記算式により計算される交付価額に調整されるほか、合併等により交付価額の調整を必要とする場合には必要な

交付価額の調整を行う。 

(5)取得条項（強制転換） 

当会社は、取得することを請求することができる期間中に取得請求のなかったＨ種優先株式を、同期間の末日の翌日

（以下本項において「一斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えにＨ種優先株式の払込金額相当額の総

額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。前記の普通株式数の算出に当たって

１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。 

(6) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｈ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。当会社は

Ｈ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。 

(7) 優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び優先中間配当金の支払順位並びに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

 

  
取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 

Ｈ種優先株主が取得の請求

をしたＨ種優先株式の払込

金額の総額 

÷ 交付価額 

  

調整後 

交付価額 
＝ 

調整前 

交付価額 
× 

既発行 

普通株式数 
＋

交付普通株

式数 
×

１株当たり

の払込金額 

  １株当たり時価 

  既発行普通株式数＋交付普通株式数 



９．第一回Ⅰ種優先株式（以下「Ⅰ種優先株式」という。）の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先株主配当金 

① 優先配当金の額 

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行うときは、当

該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当を行うときは、毎年３

月31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＩ種優先株式を有する株主（以下「Ｉ種優先株主」という。）又はＩ

種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｉ種登録株式質権者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記

載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｉ種優先株式１株当たり1,000円に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める

年率（以下「Ｉ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｉ種優先配当金」という。）を支払

う。但し、当該事業年度において後記②に定めるＩ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｉ種優先中間配当金を

控除した額とする。 

Ｉ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

Ｉ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％ 

・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年

率修正日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその直後の10月

１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヵ月物日本円ＴＩＢＯ

Ｒとして公表される数値の平均値を指すものとする。 

② 優先中間配当金の額 

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＩ種優先株主又はＩ種登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｉ種優先株式１株

につき各事業年度におけるＩ種優先配当金の２分の１の額の金銭（以下「Ｉ種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

③ 非累積条項 

ある事業年度においてＩ種優先株主又はＩ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＩ種優先配当金の額

に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④ 参加条項 

Ｉ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ｉ種優先配

当金（Ｉ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うことが

でき、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うときは、Ｉ種優先株主又はＩ種登録株式

質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の配当財産を交付する。 

(2) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｉ種優先株主又はＩ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、Ｉ種優先株式１株につき1,000円を支払う。Ｉ種優先株主又はＩ種登録株式質権者に対しては、前記のほ

か残余財産の分配は行わない。 

(3) 議決権 

Ｉ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決権を有しない。 

 



(4) 普通株式への転換を請求する権利 

Ｉ種優先株主は、当会社に対して、以下に定める期間中、その有するＩ種優先株式の全部又は一部を取得し、これと

引換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という）を請求することができる。 

① 転換を請求することができる期間 

平成29年８月１日から平成39年８月１日まで 

② 転換条件 

イ．当初交付価額 

当初交付価額は267円とする。 

ロ．転換により交付する普通株式数 

転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

交付すべき株式数の算出に当たって１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

ハ．交付価額の修正 

交付価額は、平成19年６月４日から平成19年７月17日の株式会社東京証券取引所における普通株式の普通取引の

毎日の終値の平均値に0.9を乗じた額が、当初交付価額を下回る場合は、平成19年７月18日以降、当該平均値に

0.9を乗じた額に修正される。 

また、交付価額は、平成19年８月１日以降の毎年２月１日及び８月１日(以下「修正日」という。)における「修

正基準価額」が、当該修正日の直前において有効な交付価額を下回る場合は、当該修正日以降、当該修正基準価

額に修正される。 

「修正日」における「修正基準価額」とは、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券

取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額とするが、当該修正基準価額が

140円を下回る場合には、修正後交付価額は、下限交付価額とする。 

なお、提出日現在の交付価額は208円に修正されている。 

ニ．交付価額の調整 

Ｉ種優先株式の発行後、株式分割や株式併合により普通株式を発行する場合その他一定の場合には交付価額は下

記算式により計算される交付価額に調整されるほか、合併等により交付価額の調整を必要とする場合には必要な

交付価額の調整を行う。 

(5)取得条項（強制転換） 

当会社は、取得することを請求することができる期間中に取得請求のなかったＩ種優先株式を、同期間の末日の翌日

（以下本項において「一斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えにＩ種優先株式の払込金額相当額の総

額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。前記の普通株式数の算出に当たって

１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。 

(6) 強制取得 

① 当会社は、平成19年５月３日以降平成29年７月31日までいつでも、Ⅰ種優先株式の全部又は一部を取得することがで

きるものとし、Ⅰ種優先株式を取得するのと引換えに、後記②に定める額の金銭を交付するものとする。Ⅰ種優先株

式の一部を取得する場合、取得される株式は按分比例により決定する。 

 

  
取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 

Ｉ種優先株主が取得の請求

をしたＩ種優先株式の払込

金額の総額 

÷ 交付価額 

  

調整後 

交付価額 
＝ 

調整前 

交付価額 
× 

既発行 

普通株式数 
＋

交付普通株

式数 
×

１株当たり

の払込金額 

  １株当たり時価 

  既発行普通株式数＋交付普通株式数 



② Ⅰ種優先株式の取得と引換えに交付する金銭の額は、１株につき1,050円に、優先配当開始事業年度初日以降は取得日

の属する事業年度におけるⅠ種優先配当金の額を当該事業年度の初日から取得日までの日数(初日及び取得日を含

む。)で日割計算した額を加算した額とする。但し、取得日の属する事業年度においてⅠ種優先中間配当金を既に支

払ったときは、その額を控除した金額とする。 

(7) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｉ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。当会社は

Ｉ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。 

(8)優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び優先中間配当金の支払順位並びに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

  

10．第一回Ｊ種優先株式（以下「Ｊ種優先株式」という。）の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先株主配当金 

① 優先配当金の額 

当会社は平成22年４月１日（但し、同日に開始する事業年度以前の事業年度において剰余金の配当を行うときは、当

該事業年度の初日とする。以下「優先配当開始事業年度初日」という。）以降、剰余金の配当を行うときは、毎年３

月31日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＪ種優先株式を有する株主（以下「Ｊ種優先株主」という。）又はＪ

種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｊ種登録株式質権者」という。）に対し、毎年３月31日の最終の株主名簿に記

載又は記録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ｊ種優先株式１株当たり1,000円に、それぞれの事業年度ごとに下記に定める

年率（以下「Ｊ種配当年率」という。）を乗じて算出した額の配当金（以下「Ｊ種優先配当金」という。）を支払

う。但し、当該事業年度において後記②に定めるＪ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ｊ種優先中間配当金を

控除した額とする。 

Ｊ種配当年率は、優先配当開始事業年度初日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

Ｊ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）＋1.00％ 

・年率修正日は、優先配当開始事業年度初日以降の毎年４月１日とする。当日が、銀行休業日の場合は前営業日を年

率修正日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ（６ヵ月物）は、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）及びその直後の10月

１日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の２時点において、午前11時における日本円６ヵ月物日本円ＴＩＢＯ

Ｒとして公表される数値の平均値を指すものとする。 

② 優先中間配当金の額 

当会社は、優先配当開始事業年度初日以降、中間配当を行うときは、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＪ種優先株主又はＪ種登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｊ種優先株式１株

につき各事業年度におけるＪ種優先配当金の２分の１の額の金銭（以下「Ｊ種優先中間配当金」という。）を支払

う。 

③ 非累積条項 

ある事業年度においてＪ種優先株主又はＪ種登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＪ種優先配当金の額

に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④ 参加条項 

Ｊ種優先配当金が支払われた後に分配可能額があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者に対して、Ｊ種優先配

当金（Ｊ種優先中間配当金を含む。）と１株につき同額に至るまで剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うことが

でき、さらに分配可能額について剰余金の配当（中間配当を含む。）を行うときは、Ｊ種優先株主又はＪ種登録株式

質権者及び普通株主又は普通登録株式質権者に対し、１株につき同額の配当財産を交付する。 

 



(2) 残余財産の分配 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ｊ種優先株主又はＪ種登録株式質権者に対し普通株主又は普通登録株式質権

者に先立ち、Ｊ種優先株式１株につき1,000円を支払う。Ｊ種優先株主又はＪ種登録株式質権者に対しては、前記のほ

か残余財産の分配は行わない。 

(3) 議決権 

Ｊ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、議決権を有しない。 

(4) 普通株式への転換を請求する権利 

Ｊ種優先株主は、当会社に対して、以下に定める期間中、その有するＪ種優先株式の全部又は一部を取得し、これと

引換えに当会社の普通株式を交付すること（以下「転換」という）を請求することができる。 

① 転換を請求することができる期間 

平成22年11月１日から平成32年11月１日まで 

② 転換条件 

イ．当初交付価額 

当初交付価額は、267円とする。 

ロ．転換により交付する普通株式数 

転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

交付すべき株式数の算出に当たって１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる。 

ハ．交付価額の修正 

交付価額は、平成19年６月４日から平成19年７月17日の株式会社東京証券取引所における普通株式の普通取引の

毎日の終値の平均値に0.9を乗じた額が、当初交付価額を下回る場合は、平成19年７月18日以降、当該平均値に

0.9を乗じた額に修正される。 

また、交付価額は、平成19年８月１日以降の毎年２月１日及び８月１日(以下「修正日」という。)における「修

正基準価額」が、当該修正日の直前において有効な交付価額を下回る場合は、当該修正日以降、当該修正基準価

額に修正される。 

「修正日」における「修正基準価額」とは、各修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券

取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の90％に相当する金額とするが、当該修正基準価額が

140円を下回る場合には、修正後交付価額は、下限交付価額とする。 

なお、提出日現在の交付価額は208円に修正されている。 

ニ．交付価額の調整 

Ｊ種優先株式の発行後、株式分割や株式併合により普通株式を発行する場合その他一定の場合には交付価額は下

記算式により計算される交付価額に調整されるほか、合併等により交付価額の調整を必要とする場合には必要な

交付価額の調整を行う。 

(5)取得条項（強制転換） 

当会社は、取得することを請求することができる期間中に取得請求のなかったＪ種優先株式を、同期間の末日の翌日

（以下本項において「一斉取得日」という。）をもって取得し、これと引換えにＪ種優先株式の払込金額相当額の総

額を一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取

引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式を対価として交付する。前記の普通株式数の算出に当たって

１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法により取扱う。 

 

  
取得と引換えに交付 

すべき普通株式数 
＝ 

Ｊ種優先株主が取得の請求

をしたＪ種優先株式の払込

金額の総額 

÷ 交付価額 

  

調整後 

交付価額 
＝ 

調整前 

交付価額 
× 

既発行 

普通株式数 
＋

交付普通株

式数 
×

１株当たり

の払込金額 

  １株当たり時価 

  既発行普通株式数＋交付普通株式数 



(6) 株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｊ種優先株式について株式の併合、分割又は無償割当ては行わない。当会社は

Ｊ種優先株主には、募集株式、募集新株予約権又は募集新株予約権付社債の割当てを受ける権利を与えない。 

(7)優先順位 

各種の優先株式の優先配当金及び優先中間配当金の支払順位並びに残余財産の分配順位は、同順位とする。 

11．発行済株式のうち第一回Ｉ種優先株式１億4,000万株は、金銭以外の財産を出資の目的としたものであり、その財産の内容

及び価額は次のとおりであります。 

株式会社みずほコーポレート銀行の当会社に対して有する株式会社みずほコーポレート銀行と当会社との間に次に掲

げる各契約に基づく元本債権（但し、次に掲げる順序に従って元本金額の総額が140,000,000,000円に満つるまでの部

分に限る。） 

(1)2006年７月26日付金銭消費貸借契約証書 

(2)2004年６月30日付金銭消費貸借契約証書 

(3)平成15年３月31日付特別当座貸越約定書（平成15年３月31日付連動金利適用に関する特約書、平成15年12月30日付

変更契約証書、平成16年３月12日付変更契約証書、平成16年３月31日付変更契約証書、平成16年４月30日付変更契

約証書、平成16年６月30日付変更契約証書、平成17年１月17日付変更契約証書、平成17年３月18日付変更契約証

書、平成17年３月31日付変更契約証書、平成17年９月30日付変更契約証書、平成18年３月31日付変更契約証書、平

成18年９月29日付変更契約証書による変更を含む。） 

  

  



(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．優先株式の普通株式への転換によるものであります。 

２．平成19年４月30日開催の臨時株主総会決議による減資に伴うものであります。 

３．債務の株式化（デット・エクイティ・スワップ）及び第三者割当増資（優先株式発行 発行価格1,000円 資本組入額

500円）によるものであります。 

４．株式併合（普通株式は２株を１株、第一回Ａ種ないし第一回Ｈ種優先株式は10株を１株）によるものであります。 

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会決議による欠損填補に伴うものであります。 

６．自己株式（優先株式）の消却によるものであります。 

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成19年４月２日 (注)１ 

普通株式 
139,885 
  
  

普通株式
1,004,750 

優先株式 
531,894 

－ 220,202 － 55,051

平成19年５月２日 (注)２ － 

普通株式
1,004,750 

優先株式 
531,894 

△215,202 5,000 215,202 270,254

平成19年５月２日 (注)３ 

  
  

優先株式 
290,000 

普通株式
1,004,750 

優先株式 
821,894 

145,000 150,000 145,000 415,254

平成19年６月４日 (注)４ 

普通株式 
△502,375 

優先株式 
△478,704 

普通株式
502,375 

優先株式 
343,189 

－ 150,000 － 415,254

平成19年６月28日 (注)５ － 

普通株式
502,375 

優先株式 
343,189 

－ 150,000 △414,419 834

平成19年９月７日 (注)６ 

  
  

優先株式 
△3,189 

普通株式
502,375 

優先株式 
340,000 

－ 150,000 － 834



(5）【大株主の状況】 

① 普通株式 

  

② 第一回Ｂ種優先株式 

  

③ 第一回Ｃ種優先株式 

  
④ 第一回Ｄ種優先株式 

  

⑤ 第一回Ｅ種優先株式 

 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 160,764 32.00 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 16,494 3.28 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 9,718 1.93 

東京リース株式会社 東京都新宿区西新宿６丁目10番１号 9,575 1.90 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 9,009 1.79 

新菱冷熱工業株式会社 東京都新宿区四谷２丁目４番地 8,448 1.68 

富士通株式会社 神奈川県川崎市中原区上小田中４丁目１番１号 7,782 1.54 

清和綜合建物株式会社 東京都港区芝大門１丁目１番23号 7,675 1.52 

中央不動産株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番２号 7,675 1.52 

日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関１丁目４番１号 7,675 1.52 

計 － 244,816 48.73 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 6,000 100.00 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 10,000 100.00 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 10,000 100.00 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 10,000 100.00 



⑥ 第一回Ｆ種優先株式 

  

⑦ 第一回Ｇ種優先株式 

  

⑧ 第一回Ｈ種優先株式 

  

⑨ 第一回Ｉ種優先株式 

  

⑩ 第一回Ｊ種優先株式 

 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 2,000 100.00 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 6,000 100.00 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 6,000 100.00 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 140,000 100.00 

    平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

モルガン・スタンレー証券株式会

社 
東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 30,000 20.00 

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２丁目５番１号 30,000 20.00 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 22,500 15.00 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 22,500 15.00 

ＤＢＪコーポレート投資事業組合 東京都千代田区大手町１丁目９番１号 20,000 13.33 

ケーケーアール ピーイーアイジ

ャパン インベストメント ワン 

リミテッド 

（常任代理人 ＵＢＳ証券会社） 

C/O M&C CORPORATE SERVICES LIMITED PO BOX 

309 GT,UGLAND HOUSE,SOUTH CHURCH STREET 

GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN,CAYMAN ISLANDS 

（東京都千代田区大手町１丁目５番１号） 

20,000 13.33 

モルガン・スタンレー アンド 

カンパニー インク 

（常任代理人 モルガン・スタン

レー証券株式会社） 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 

10036,U.S.A. 
5,000 3.33 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号） 

計 － 150,000 100.00 



（注）次の大量保有報告に係る変更報告書が関東財務局に提出され、共同保有であることが報告されております。 

なお、みずほ信託銀行株式会社について、当社としては、当中間会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。 

  

  提出者  株式会社みずほコーポレート銀行   

  提出日  平成19年６月11日 

  内容 提出者及び共同保有者 保有株式数 

  
  

株式会社みずほコーポレート銀行 

  
普通株式 16,494千株
優先株式 176,500千株 

  
  

株式会社みずほ銀行 

  
普通株式 9,718千株
優先株式 58,500千株 

    みずほ信託銀行株式会社 普通株式  4,084千株 

    みずほ情報総研株式会社 普通株式  3,800千株 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．株式数は、株式会社証券保管振替機構名義の株式170,000株を含めて記載しております。 

また、議決権の数は、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数340個を含めて記載しております。 

２．１単元（500株）未満の株式であります。 

  

②【自己株式等】 

（注）発行済株式総数は、発行済普通株式の総数であります。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）１．最高・最低株価は、平成19年７月までは東京証券取引所市場第一部、平成19年８月以降は東京証券取引所市場第二部にお

けるものであります。 

２．平成19年６月４日付で普通株式２株を１株に併合しております。 

 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 優先株式 340,000,000 －

優先株式の内容は「１．株式
等の状況」の「（1）株式の
総数等」の「②発行済株式」
の注記に記載しております。 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   107,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 501,722,000 1,003,444 (注)１ 

単元未満株式 普通株式   545,955 － (注)２ 

発行済株式総数 842,375,455 － － 

総株主の議決権 － 1,003,444 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

(注) 

株式会社オリエントコーポ
レーション 

東京都千代田区麹
町５丁目２番地１ 

57,500 － 57,500 0.01 

株式会社ＪＣＭ 
東京都千代田区神
田錦町３丁目13番 

50,000 － 50,000 0.00 

計 － 107,500 － 107,500 0.02 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 207 201 318 210 164 140 

最低（円） 167 152 199 131 127 85 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

役職の異動 

  

なお、当社は執行役員制度を導入しております。執行役員の異動は次のとおりであります。 

(1) 新任役員 

  

(2) 退任役員 

  

(3) 役職の異動 

  
 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役兼 
常務執行役員 

経理グループ担当
（兼）経営企画グルー
プ副担当 

取締役兼 
常務執行役員 

経理グループ担当
（兼）経営企画グルー
プ経営企画部長（兼）
経営企画グループ経営
企画部債権審査室長 

中村 敏彦 平成19年７月１日

役名 職名 氏名 就任年月日 

執行役員 営業本部営業推進グループ渉外担当 川島 一郎 平成19年７月１日

執行役員 事務システムグループ副担当 戸田 仁美 平成19年９月１日

執行役員 
経営企画グループみずほ連携部担当
（兼）営業本部市場開発グループアラ
イアンス推進第一部担当 

梅村 星児 平成19年12月１日

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務執行役員 
経営企画グループみずほ連携部担当
（兼）営業本部市場開発グループアラ
イアンス推進第一部担当 

東 拓至 平成19年11月８日

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務執行役員 

経営企画グループみず
ほ連携部担当（兼）営
業本部市場開発グルー
プアライアンス推進第
一部担当 

常務執行役員

経営企画グループみず
ほ連携部長（兼）営業
本部市場開発グループ
渉外担当 

東 拓至 平成19年７月１日

常務執行役員 

経営企画グループ伊藤
忠連携部担当（兼）営
業本部市場開発グルー
プアライアンス推進第
二部担当 

常務執行役員
営業本部顧客営業推進
グループ渉外担当 

宇佐美 正紀 平成19年７月１日

常務執行役員 

営業本部営業推進グル
ープ担当（兼）営業本
部営業推進グループ営
業統括部長 

常務執行役員

営業本部営業推進グル
ープ担当（兼）営業本
部営業推進グループ支
店統括部長 

杉山 隆裕 平成19年７月１日

執行役員 
コンプライアンスグル
ープ法務部担当 

執行役員 
コンプライアンスグル
ープ法務部長 

吉元 利行 平成19年７月１日

執行役員 総務グループ総務部長 執行役員 
経営企画グループグル
ープ事業部長 

森 達也 平成19年７月１日



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当

中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）及び前中

間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、並びに、金融商品取

引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）及び当中間会計期間

（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について新日本監査法人により中間監査を

受けております。 

  

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）          

Ⅰ流動資産          

現金及び預金 ※１   113,954 167,787   110,077 

受取手形及び売掛金 ※11   1,590 2,096   2,801 

割賦売掛金 
※１ 
※３ 

  920,104 899,573   905,913 

信用保証割賦売掛金     2,458,810 2,769,992   2,748,888 

資産流動化受益債権 ※４   435,603 439,887   475,615 

事業貸付金     2,021 1,776   1,599 

保証事業債権     1,160 1,094   1,933 

販売用不動産 ※６   14,980 19,627   22,835 

その他のたな卸資産     1,525 1,817   1,103 

その他 ※１   331,769 343,818   294,929 

貸倒引当金     △87,122 △276,223   △264,931 

流動資産合計     4,194,398 93.4 4,371,248 96.4   4,300,765 96.4

Ⅱ固定資産          

有形固定資産 

※１ 
※２ 
※５ 
※６ 

  149,647 97,088   97,676 

無形固定資産     28,027 33,050   30,118 

投資その他の資産 ※７   119,135 32,450   34,555 

固定資産合計     296,811 6.6 162,590 3.6   162,350 3.6

資産合計     4,491,209 100.0 4,533,838 100.0   4,463,116 100.0

           



 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ流動負債          

支払手形及び買掛金 ※11   202,142 249,876   224,838 

信用保証買掛金     2,458,810 2,769,992   2,748,888 

保証事業債務     1,160 1,094   1,933 

短期借入金 ※１   108,736 99,756   126,651 

１年以内返済予定の
長期借入金 

※１ 
※２ 

  316,570 264,011   339,668 

賞与引当金     4,640 3,368   3,883 

カードポイント引当
金 

    2,283 5,140   5,636 

割賦利益繰延     9,606 16,684   15,489 

その他 ※１   279,240 243,094   278,459 

流動負債合計     3,383,190 75.3 3,653,016 80.6   3,745,449 83.9 

Ⅱ固定負債          

社債     － 240   － 

長期借入金 
※１ 
※２ 

  733,673 541,320   656,306  

退職給付引当金     8,755 7,878   9,299  

役員退職慰労引当金 ※８   380 304   457  

利息返還損失引当金 ※９   21,665 158,385   173,082  

負ののれん     － 4,000   4,490  

その他 ※１   4,277 4,080   4,437  

固定負債合計     768,752 17.1 716,209 15.8   848,072 19.0 

負債合計     4,151,943 92.4 4,369,226 96.4   4,593,521 102.9 



  
  

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）          

Ⅰ株主資本          

資本金     220,202 4.9 150,000 3.3   220,202 4.9

資本剰余金     97,189 2.2 834 0.0   97,186 2.2

利益剰余金     19,487 0.4 10,139 0.3   △451,035 △10.1

自己株式     △44 △0.0 △39 △0.0   △35 △0.0

株主資本合計     336,834 7.5 160,934 3.6   △133,681 △3.0

Ⅱ評価・換算差額等          

その他有価証券評価差
額金 

    973 0.0 266 0.0   847 0.0

繰延ヘッジ損益     △751 △0.0 △470 △0.0   △615 △0.0

為替換算調整勘定     △946 △0.0 338 0.0   △335 △0.0

評価・換算差額等合計     △724 △0.0 134 0.0   △103 △0.0

Ⅲ少数株主持分     3,155 0.1 3,542 0.0   3,380 0.1

純資産合計     339,266 7.6 164,611 3.6   △130,404 △2.9

負債純資産合計     4,491,209 100.0 4,533,838 100.0   4,463,116 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ営業収益          

事業収益          

信販業収益 ※１ 145,370   130,362 294,744    

その他の事業収益 ※２ 5,391 150,761 5,633 135,995 11,616 306,360  

金融収益     597     854   1,314 

その他の営業収益     2,600 7,654   5,213 

営業収益合計     153,960 100.0 144,504 100.0   312,888 100.0

Ⅱ営業費用          

販売費及び一般管理
費 

※２ 
※３ 
※６ 

  126,612 122,632   270,390  

金融費用     11,637 12,011   24,182 

その他の営業費用     801 4,298   1,540 

営業費用合計     139,051 90.3 138,941 96.2   296,113 94.6

営業利益     14,909 9.7 5,563 3.8   16,774 5.4

経常利益     14,909 9.7 5,563 3.8   16,774 5.4

Ⅲ特別利益            

投資有価証券売却益   576   － 580    

持分変動損益   － 576 0.4 － － 1,005 1,585 0.5

Ⅳ特別損失            

減損損失 ※４ －   － 39,828    

店舗再編関連費 ※５ －   402 －  

投資有価証券評価損   －   654 －  

貸倒引当金繰入額   －   － 171,236  

割賦利益繰延繰入額   －   － 5,192  

利息返還損失引当金
繰入額 

※６ 5,604   － 5,604  

利息返還債務引当金
繰入額 

※６ －   － 140,779  

割増退職金等 ※７ －   176 8,225  

その他   66 5,670 3.7 － 1,232 0.8 9,533 380,398 121.6

税金等調整前中間
(当期)純利益 
(△は税金等調整前
中間(当期)純損失) 

    9,815 6.4 4,330 3.0   △362,038 △115.7

法人税、住民税及び
事業税 

  731   499 1,436    

法人税等調整額   △135 596 0.4 △838 △339 △0.2 97,701 99,138 31.7

少数株主利益     94 0.1 48 0.0   221 0.1

中間(当期)純利益 
(△は中間(当期)純
損失) 

    9,124 5.9 4,621 3.2   △461,397 △147.5

           



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

220,202 97,189 33,817 △36 351,173

中間連結会計期間中の変動額    

利益処分による利益配当   △11,951   △11,951

利益処分による役員賞与   △3   △3

中間純利益   9,124   9,124

自己株式の取得   △11,509 △11,509

自己株式の処分   0 △11,500 11,500 0

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

   

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 0 △14,330 △8 △14,338

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

220,202 97,189 19,487 △44 336,834

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,311 － △503 808 3,170 355,151

中間連結会計期間中の変動額    

利益処分による利益配当     △11,951

利益処分による役員賞与     △3

中間純利益     9,124

自己株式の取得     △11,509

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

△338 △751 △443 △1,532 △15 △1,547

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△338 △751 △443 △1,532 △15 △15,885

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

973 △751 △946 △724 3,155 339,266



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

220,202 97,186 △451,035 △35 △133,681

中間連結会計期間中の変動額    

新株の発行 145,000 145,000   290,000

資本金から資本剰余金への振替 △215,202 215,202   －

資本剰余金の取崩しによる欠損填
補 

  △456,554 456,554   －

中間純利益   4,621   4,621

自己株式の取得   △6 △6

自己株式の処分   △1 2 1

利益剰余金から負の資本剰余金へ
の振替 

  1 △1   －

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

   

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△70,202 △96,352 461,175 △4 294,616

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

150,000 834 10,139 △39 160,934

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

847 △615 △335 △103 3,380 △130,404

中間連結会計期間中の変動額    

新株の発行     290,000

資本金から資本剰余金への振替     －

資本剰余金の取崩しによる欠損填
補 

    －

中間純利益     4,621

自己株式の取得     △6

自己株式の処分     1

利益剰余金から負の資本剰余金へ
の振替 

    －

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

△580 144 673 238 161 400

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△580 144 673 238 161 295,016

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

266 △470 338 134 3,542 164,611



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

220,202 97,189 33,817 △36 351,173

連結会計年度中の変動額    

利益処分による利益配当   △11,951   △11,951

利益処分による役員賞与   △3   △3

当期純損失   △461,397   △461,397

自己株式の取得   △11,513 △11,513

自己株式の処分   △2 △11,500 11,514 11

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） － △2 △484,852 0 △484,854

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 220,202 97,186 △451,035 △35 △133,681

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 1,311 － △503 808 3,170 355,151

連結会計年度中の変動額    

利益処分による利益配当     △11,951

利益処分による役員賞与           △3

当期純損失     △461,397

自己株式の取得     △11,513

自己株式の処分     11

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） △464 △615 167 △911 210 △701

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） △464 △615 167 △911 210 △485,556

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 847 △615 △335 △103 3,380 △130,404



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

   
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間(当期)純利益 
(△は税金等調整前中間(当期)純
損失) 

 9,815 4,330 △362,038 

減価償却費  4,230 4,185 8,558 

減損損失  － － 39,828 

貸倒引当金の増加額(△は減少額)  △12,908 11,173 163,248 

賞与引当金の増加額(△は減少額)  △845 △515 △1,596 

退職給付引当金の増加額(△は減
少額) 

 474 △1,574 1,095 

利息返還損失引当金の増加額(△
は減少額) 

 21,665 △14,696 173,082 

受取利息及び受取配当金  △597 △824 △1,306 

支払利息  11,157 11,299 22,932 

売上債権の減少額(△は増加額)  △47,980 74,050 108,171 

たな卸資産の減少額(△は増加額)  171 2,831 7,703 

仕入債務の増加額(△は減少額)  81,381 △10,968 96,284 

割賦利益繰延の増加額(△は減少
額) 

 869 1,181 △671 

その他の資産の減少額(△は増加
額) 

 △16,123 △2,083 △27,656 

その他の負債の増加額(△は減少
額) 

 △6,300 △7,354 △1,956 

その他  2,009 △525 △12,215 

小計  47,018 70,511 213,464 

利息及び配当金の受取額  444 917 1,115 

利息の支払額  △10,322 △10,827 △21,665 

法人税等の支払額  △744 △1,175 △1,125 

営業活動によるキャッシュ・フロー  36,396 59,426 191,788 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入  133 49 133 

有形・無形固定資産の取得による
支出 

 △3,948 △6,668 △10,302 

投資有価証券の取得による支出  △736 △284 △1,495 

投資有価証券の売却による収入  1,301 271 1,521 

連結の範囲の変更を伴う子会社株
式の取得による支出 

 － △249 － 

事業承継に伴う収入   － 203 10,178 

その他  △44 △804 △764 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,293 △7,482 △729 



  

  

  次へ 

   
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の調達・返済による純
増減額 

 △16,025 △10,806 △108,155 

コマーシャル・ペーパーの発行・
償還による純増減額 

 10,464 △26,264 △5,436 

長期借入れによる収入  198,713 94,884 311,313 

長期借入金の返済による支出  △197,733 △162,532 △364,639 

株式の発行による収入  － 150,000 － 

自己株式(優先株式)の取得による
支出   △11,500 － △11,500 

配当金の支払額   △11,934 △1 △11,939 

少数株主への配当金の支払額   △58 △63 △59 

その他  △8 △18 △12 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △28,082 45,197 △190,430 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △350 537 132 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△は
減少額) 

 4,669 97,679 761 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  108,363 109,125 108,363 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高 

※ 113,032 206,804 109,125 

   



継続企業の前提に関する注記 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── ───── 当社グループは、当連結会計年度に

おいて、461,397百万円の当期純損

失を計上した結果、130,404百万円

の債務超過となりました。当該状況

により、当連結会計年度末において

は、継続企業の前提に重要な疑義が

存在します。 
当該状況に早急に対応すべく、平成

19年４月30日開催の当社の臨時株主

総会及び種類株主総会において、債

務超過の解消並びに経営に必要な資

本の調達を目的とした資本政策の承

認を受けました。その結果、平成19

年５月２日をもって債務超過は解消

となりました。 
連結財務諸表は、継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 
  

資本政策の内容については下記のと

おりであります。 
  

    １．資本金の額の減少 

    (1) 目的 

    欠損填補に備えるため。 

    (2) 内容 

    ・減少する資本金の額 

    215,202百万円 

    ・減少する資本金の額のうち

資本準備金とする額 

          215,202百万円 

  

    ２．定款の一部変更 

    (1) 第一回Ａ種ないし第一回Ｈ種

優先株式の諸条項の変更 

    (2) 第一回Ｉ種・第一回Ｊ種優先

株式の発行に関する条項の新

設 

    (3) 普通株式の単元株式数の変更 

    （1,000株から500株に変更） 



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ３．普通株式及び第一回Ａ種ない

し第一回Ｈ種優先株式の併合 

    (1) 目的 

    普通株式及び優先株式の発行

済株式数の適正化を図るた

め。 

    (2) 内容 

    

  

（併合する株式の種類）（併合の割合） 

普通株式 ２株を１株 

第一回Ａ種ないし 
第一回Ｈ種優先株式 

10株を１株 

    ４．債務の株式化（デット・エク

イティ・スワップ）による第

一回Ｉ種優先株式の有利発行 

    (1) 目的 

    平成19年３月末における債務

超過の状態の解消を図るた

め。 

    (2) 内容 

    
割当先 払込金額 給付期日 

株式会社み
ずほコーポ
レート銀行 

140,000百万円 
（うち、増加
資本金70,000

百万円） 
（うち、増加資
本準備金70,000

百万円） 

平成19年
５月２日 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ５．第三者割当による第一回Ｊ種

優先株式の有利発行 

    (1) 目的 

    経営に必要な資本の調達を図

るため。 

    (2) 内容 

    
割当先 払込金額 

払込 
期日 

株式会社みず
ほコーポレー
ト銀行 

22,500 
百万円 

平成19年
５月２日 

株式会社みず
ほ銀行 

22,500 
百万円 

伊藤忠商事株
式会社 

30,000 
百万円 

モルガン・ス
タンレー証券
株式会社 

35,000 
百万円 

ＤＢＪコーポ
レート投資事
業組合 

20,000 
百万円 

ケーケーアー
ル ピーイー
アイ ジャパ
ン インベス
トメント ワ
ン リミテッ
ド 
（KKR PEI 
Japan 
Investment 
I,Ltd.） 

20,000 
百万円 

合計

150,000百万円 
（うち、増加
資本金75,000

百万円） 
（うち、増加

資本準備金 
75,000百万円）



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数  34社 (1)連結子会社の数  35社 (1)連結子会社の数  33社 

主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 

台湾歐利克(股)有限公司 

株式会社オリコ商事 

株式会社オートリ 

日本債権回収株式会社 

株式会社オリコオートホール 

ディングス 

株式会社オリコオート中部 

株式会社オリコオート中四国 

株式会社オリコオート東北 

株式会社オリコオート関西 

株式会社オリコオート九州 

株式会社オリコオート北海道 

株式会社オリコオート関東 

株式会社オリコオート東京 

オリファサービス債権回収株

式会社 

株式会社オリコＫＣ 

その他19社 

台湾歐利克(股)有限公司 

株式会社オリコ商事 

株式会社オートリ 

日本債権回収株式会社 

株式会社オリコオートホール 

ディングス 

株式会社オリコオート中部 

株式会社オリコオート中四国 

株式会社オリコオート東北 

株式会社オリコオート関西 

株式会社オリコオート九州 

株式会社オリコオート北海道 

株式会社オリコオート関東 

株式会社オリコオート東京 

オリファサービス債権回収株

式会社 

株式会社オリコＫＣ 

その他20社 

台湾歐利克(股)有限公司 

株式会社オリコ商事 

株式会社オートリ 

日本債権回収株式会社 

株式会社オリコオートホール 

ディングス 

株式会社オリコオート中部 

株式会社オリコオート中四国 

株式会社オリコオート東北 

株式会社オリコオート関西 

株式会社オリコオート九州 

株式会社オリコオート北海道 

株式会社オリコオート関東 

オリファサービス債権回収株

式会社 

株式会社オリコＫＣ 

その他19社 

異動状況 異動状況 異動状況 

（新規）設立３社 （新規）取得１社、設立１社 （新規）設立４社 

（除外）合併２社   （除外）合併２社、清算１社 

売却１社 

(2)非連結子会社 (2)非連結子会社 (2)非連結子会社 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。  該当事項はありません。 

  （追加情報） 

開示対象特別目的会社の概要、開

示対象特別目的会社を利用した取

引の概要及び開示対象特別目的会

社との取引金額等については、

「開示対象特別目的会社関係」と

して記載しております。 

 なお、当中間連結会計期間よ

り、「一定の特別目的会社に係る

開示に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第15号 平成19年

３月29日）を適用しております。 

  



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の非連結子会社 (1)持分法適用の非連結子会社 (1)持分法適用の非連結子会社 

該当事項はありません。 同左 同左 

(2)持分法適用の関連会社の数 (2)持分法適用の関連会社の数 (2)持分法適用の関連会社の数 

５社 ６社 ６社 

主要な持分法適用関連会社の名

称 

主要な持分法適用関連会社の名

称 

主要な持分法適用関連会社の名

称 

エキサイトクレジット株式会

社 

エキサイトクレジット株式会

社 

エキサイトクレジット株式会

社 

株式会社富士通クレジットソ

リューションズ 

株式会社富士通クレジットソ

リューションズ 

株式会社富士通クレジットソ

リューションズ 

アスクラスＬＳＡ株式会社 アスクラスＬＳＡ株式会社 アスクラスＬＳＡ株式会社 

その他２社 伊藤忠オリコ保険サービス株

式会社 

伊藤忠オリコ保険サービス株

式会社 

  その他２社 その他２社 

異動状況 異動状況 異動状況 

（新規）設立１社 該当事項はありません。 （新規）設立１社、取得１社 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち、中間決算日

が中間連結決算日と異なる会社

は６社であります。 

連結子会社のうち、中間決算日

が中間連結決算日と異なる会社

は７社であります。 

連結子会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社は６社で

あります。 

中間決算日別内訳 中間決算日別内訳 決算日別内訳 

６月末日 ６社 ６月末日 ６社 12月末日 ６社 

  ３月末日 １社   

中間連結財務諸表の作成にあた

っては、各社の中間決算日の中

間財務諸表を使用しておりま

す。 

なお、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており

ます。 

中間連結財務諸表の作成にあた

っては、中間決算日が中間連結

決算日前３ヶ月以内の会社につ

いては、各社の中間決算日の中

間財務諸表を使用し、それ以外

の会社については、正規の決算

に準じた合理的な手続きによっ

ております。 

なお、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており

ます。 

連結財務諸表の作成にあたって

は、各社の決算日の財務諸表を

使用しております。 

なお、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 

  



  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

・満期保有目的の債券 ・満期保有目的の債券 ・満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)によって

おります。 

同左 同左 

・その他有価証券 ・その他有価証券 ・その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法によって

おります。（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しておりま

す。） 

同左 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法によっており

ます。（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております。） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法に

よっております。 

同左 同左 

②デリバティブ ②デリバティブ ②デリバティブ 

すべてヘッジ会計を適用してお

ります。 

（「(5)重要なヘッジ会計の方

法」参照） 

同左 同左 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

③販売用不動産 ③販売用不動産 ③販売用不動産 

個別法による原価法によってお

ります。 

個別法による原価法[切放し法]

（連結貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）によっておりま

す。 

「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日）を前連結会

計年度末から適用しておりま

す。 

前中間連結会計期間に同会計基

準を適用した場合、税金等調整

前中間純利益に与える影響は、

前連結会計年度末の影響額と比

較し軽微であります。 

  

個別法による原価法[切放し法]

（連結貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）によっておりま

す。 

「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日）が平成20年

３月31日以前に開始する連結会

計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに

伴い、当連結会計年度末より同

会計基準を適用しております。 

これにより税金等調整前当期純

損失は3,933百万円増加しており

ます。 

また、当社が平成18年12月の貸

金業規制法の改正に対応した新

中期経営計画において事業モデ

ル・収益構造の抜本的改革（事

業リストラクチャリング）を図

ることを平成19年３月に策定し

たこと及び当連結会計年度末に

て受入準備が整ったことから、

当連結会計年度末にて同会計基

準を適用いたしました。 

当中間連結会計期間に同会計基

準を適用した場合、税金等調整

前中間純利益に与える影響は、

当連結会計年度末の影響額と比

較し軽微であります。 

なお、同会計基準において定め

られている適用初年度における

取り扱いに従い、期末在庫に含

まれる変更差額のうち前期以前

に起因する部分3,933百万円を特

別損失に計上しております。 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

（建物） （建物） （建物） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

同左 同左 

（建物以外の有形固定資産） （建物以外の有形固定資産） （建物以外の有形固定資産） 

定率法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

定率法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

定率法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

  （会計処理方法の変更）   

法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変

更しております。これによる損

益に与える影響額は軽微であり

ます。 

（追加情報） 

平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却

し、「販売費及び一般管理費」

の減価償却費に含めて計上して

おります。これによる損益に与

える影響額は軽微であります。 

②無形固定資産（ソフトウェア） ②無形固定資産（ソフトウェア） ②無形固定資産（ソフトウェア） 

自社利用のソフトウェアについ

ては、定額法によっておりま

す。（自社利用可能期間 ５年

又は10年） 

同左 同左 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

割賦売掛金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に、回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。 

なお、「投資その他の資産」に

含まれる固定化営業債権につい

ては、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取

立不能見込額として、債権額か

ら直接減額しており、その金額

は19,998百万円であります。 

割賦売掛金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に、回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。 

なお、「投資その他の資産」に

含まれる固定化営業債権につい

ては、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取

立不能見込額として、債権額か

ら直接減額しており、その金額

は21,756百万円であります。 

割賦売掛金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に、回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。 

なお、「投資その他の資産」に

含まれる固定化営業債権につい

ては、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取

立不能見込額として、債権額か

ら直接減額しており、その金額

は21,805百万円であります。 

平成18年12月に貸金業規制法が

改正され、上限金利体系の見直

し及び過剰貸付の禁止（総量規

制の導入）等が明確になったこ

とより、信用収縮が進み、回収

環境の悪化に伴い延滞債権が増

加しており、また債務整理債権

についても増加している状況に

あります。当社は、この貸金業

規制法の改正という環境変化か

ら平成19年３月に策定した新中

期経営計画の下、業務効率化及

び生産性向上を目的として回収

店舗の半減及び回収人員の大幅

な削減等、回収部門体制のリス

トラクチャリングを行うことと

いたしました。 

このような状況変化に的確に対

応するため、当連結会計年度か

ら、割賦売掛金等に係る債権内

容の悪化・回収環境の変化を反

映した貸倒れリスクを厳正に見

積り、回収不能見込額を計上す

ることといたしました。 

なお、見積方法の見直しに伴

い、税金等調整前当期純損失が

171,236百万円増加しておりま

す。 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

従業員の賞与に備えるため、支

給見込額を計上しております。 

同左 同左 

③カードポイント引当金 ③カードポイント引当金 ③カードポイント引当金 

カード会員に付与したポイント

の使用による費用負担に備える

ため、当中間連結会計期間末に

おける将来の使用見込額を計上

しております。 

同左 カード会員に付与したポイント

の使用による費用負担に備える

ため、当連結会計年度末におけ

る将来の使用見込額を計上して

おります。 

④退職給付引当金 ④退職給付引当金 ④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

なお、当社の会計基準変更時差

異については、15年による按分

額を費用処理しており、過去勤

務債務については、従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（当社は13年、連結子会社

（１社）は５年）による定額法

により費用処理しており、数理

計算上の差異については、従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（当社は13年、連結子

会社（１社）は５年）による定

額法により、翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

当社の過去勤務債務の費用処理

年数及び数理計算上の差異の費

用処理年数は、従業員の平均残

存勤務期間の短縮に伴い一定の

年数の見直しを行った結果、当

中間連結会計期間よりそれぞれ

15年から13年に短縮しておりま

す。この費用処理年数の短縮に

よる影響額は軽微であります。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

なお、当社の会計基準変更時差

異については、15年による按分

額を費用処理しており、過去勤

務債務については、従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（当社は13年、連結子会社

（１社）は５年）による定額法

により費用処理しており、数理

計算上の差異については、従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（当社は13年、連結子

会社（１社）は５年）による定

額法により、翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、当社の会計基準変更時差

異については、15年による按分

額を費用処理しており、過去勤

務債務については、従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（当社は13年、連結子会社

（１社）は５年）による定額法

により費用処理しており、数理

計算上の差異については、従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（当社は13年、連結子

会社（１社）は５年）による定

額法により、翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

当社の過去勤務債務の費用処理

年数及び数理計算上の差異の費

用処理年数は、従業員の平均残

存勤務期間の短縮に伴い一定の

年数の見直しを行った結果、当

連結会計年度よりそれぞれ15年

から13年に短縮しております。

この費用処理年数の短縮による

影響額は軽微であります。 

  



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 ⑤役員退職慰労引当金 

役員（執行役員を含む）に対す

る退職慰労金に備えるため、内

規に基づく中間連結会計期間末

要支給額の100％相当額を計上

しております。 

同左 役員（執行役員を含む）に対す

る退職慰労金に備えるため、内

規に基づく連結会計年度末要支

給額の100％相当額を計上して

おります。 

⑥利息返還損失引当金 ⑥利息返還損失引当金 ⑥利息返還損失引当金 

利息制限法の上限金利を超過す

る利息の返還請求に備えるた

め、当中間連結会計期間末にお

ける将来の返還請求発生見込額

を計上しております。 

前連結会計年度末は、日本公認

会計士協会より平成18年３月15

日付で公表された「『貸金業の

規制等に関する法律』のみなし

弁済規定の適用に係る最高裁判

決を踏まえた消費者金融会社等

における監査上の留意事項につ

いて」を踏まえ、過去の返還実

績及び最近の返還状況を勘案し

請求不能見込額9,000百万円を

貸倒引当金に含めて計上いたし

ましたが、当中間連結会計期間

末については、日本公認会計士

協会より平成18年10月13日付で

公表された「消費者金融会社等

の利息返還請求による損失に係

る引当金の計上に関する監査上

の取扱い」を踏まえ、利息返還

損失引当金として12,665百万円

を積み増し21,665百万円を計上

しております。なお、期首時点

における前期の見積方法との変

更差額5,604百万円は特別損失

として利息返還損失引当金繰入

額に計上しております。 

利息制限法の上限金利を超過す

る利息の返還請求に備えるた

め、過去の返還実績及び最近の

返還状況を勘案して当中間連結

会計期間末における返還請求見

込額を計上しております。 

利息制限法の上限金利を超過す

る利息の返還請求に備えるた

め、過去の返還実績及び最近の

返還状況を勘案して当連結会計

年度末における返還請求見込額

を計上しております。 

前連結会計年度末は、日本公認

会計士協会より平成18年３月15

日付で公表された日本公認会計

士協会リサーチ・センター審理

情報（№24）「『貸金業の規制

等に関する法律』のみなし弁済

規定の適用に係る最高裁判決を

踏まえた消費者金融会社等にお

ける監査上の留意事項につい

て」を踏まえ、過去の返還実績

及び最近の返還状況を勘案し請

求不能見込額を貸倒引当金に含

めて計上いたしましたが、当連

結会計年度末については、日本

公認会計士協会・業種別委員会

報告第37号「消費者金融会社等

の利息返還請求による損失に係

る引当金の計上に関する監査上

の取扱い」を踏まえ、利息返還

損失引当金として計上しており

ます。 

  

───── ⑦ 利息返還債務引当金 ⑦ 利息返還債務引当金 

  平成18年12月20日の貸金業規制

法等の改正に伴い平成19年３月

６日開催の当社の取締役会で決

定した方針により策定した施策

の実施に基づいて生ずる利息返

還債務に係る損失負担に備える

ため、当中間連結会計期間末に

おける損失見込額を計上してお

ります。 

なお、利息返還債務引当金は、

中間連結貸借対照表上、利息返

還損失引当金に含まれておりま

す。 

平成18年12月20日の貸金業規制

法等の改正に伴い平成19年３月

６日開催の当社の取締役会で決

定した方針により策定した施策

（キャッシングリボルビング払

いの返済額等の見直し及び返済

条件の是正等）の実施に基づい

て生ずる利息返還債務に係る損

失負担に備えるため、当連結会

計年度末における損失見込額を

計上しております。 

なお、利息返還債務引当金は、

連結貸借対照表上、利息返還損

失引当金に含まれております。 



  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 (4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

(5)重要なヘッジ会計の方法 (5)重要なヘッジ会計の方法 (5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。但し、金利スワップの特

例処理の要件を満たすものにつ

いては、特例処理を採用してお

ります。 

同左 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 同左 同左 

デリバティブ取引（金利スワ

ップ取引及び金利オプション

取引） 

    

ヘッジ対象     

借入金の金利（市場金利等の

変動によりキャッシュ・フロ

ーが変動するもの） 

    

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

将来の金利変動によるリスクを

回避することを目的としてデリ

バティブ取引を行っておりま

す。 

同左 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の指標金利と、ヘッ

ジ対象の指標金利との変動幅に

ついて、相関性を求めることに

より行っております。 

同左 同左 

⑤リスク管理体制 ⑤リスク管理体制 ⑤リスク管理体制 

デリバティブ取引については、

取締役会にて決定された社内管

理規程を設けており、同取引に

関する取組方針、取扱基準、管

理方法及び報告体制について定

めております。デリバティブ取

引の執行については、取締役会

の承認を得ることとなってお

り、その執行及び管理は相互牽

制の働く体制となっておりま

す。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6)その他中間連結財務諸表作成の (6)その他中間連結財務諸表作成の (6)その他連結財務諸表作成のため



  
 

ための重要な事項 ための重要な事項 の重要な事項 

①収益の計上基準 ①収益の計上基準 ①収益の計上基準 

信販業における主要な収益の計

上は、次の方法によっておりま

す。 

信販業における主要な収益の計

上は、次の方法によっておりま

す。 

信販業における主要な収益の計

上は、次の方法によっておりま

す。 

・会員手数料 ・会員手数料 ・会員手数料 

部門別収益の計上は、原則とし

て期日到来基準により次の方法

によっております。 

同左 同左 

  
部門 計上方法 

総合あっせん ７・８分法及び残債方式 

個品あっせん ７・８分法 

信用保証 
保証契約時に計上、残債方
式及び均分法 

融資 主として残債方式 

  

（注）計上方法の主な内容は、次の

とおりであります。 

    

  
均分法 手数料総額を分割回数

に按分し、期日の到来

のつど均等額を収益計

上する方法 

７・８分法 手数料総額を分割回数

の積数で按分し、期日

の到来のつど積数按分

額を収益計上する方法

残債方式 元本残高に対して一定

率の料率で手数料を算

出し、期日の到来のつ

ど手数料算出額を収益

計上する方法 

  



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

・加盟店手数料 ・加盟店手数料 ・加盟店手数料 

加盟店との立替払契約履行時に

計上しております。 

同左 同左 

  

信用保証事業においては、従

来、保証契約時に収益を計上

し、繰上返済に伴い発生する保

証料の返戻金額を支出時に収益

から控除しておりましたが、主

力商品であるオートローンの規

模の拡大施策及び商品の多様化

により取扱高が近年特に増加し

ていること、並びに平成18年11

月１日の楽天ＫＣ株式会社から

の事業承継により債権残高が増

加したことにより、金額的重要

性が増したため、当連結会計年

度より返戻予定見込額を控除し

て収益認識することといたしま

した。 

この重要性が増したことによる

変更に伴い、営業利益及び経常

利益が999百万円減少し、税金

等調整前当期純損失が6,191百

万円増加しております。 

なお、過年度相当額5,192百万

円は特別損失として割賦利益繰

延繰入額に計上しております。 

②消費税等の会計処理 ②消費税等の会計処理 ②消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。なお、固

定資産に係る控除対象外消費税

等は「投資その他の資産」に計

上し、５年間で均等償却を行っ

ております。 

同左 同左 



 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

③貸借対照表の純資産の部の表示 

に関する会計基準 

───── ③貸借対照表の純資産の部の表示 

に関する会計基準 

当中間連結会計期間より、「貸

借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は336,861百万円であり

ます。 

なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期

間における中間連結貸借対照表

の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

  当連結会計年度より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は△133,170百万円であ

ります。 

なお、連結財務諸表規則の改正

により、当連結会計年度におけ

る当期連結貸借対照表の純資産

の部については、改正後の連結

財務諸表規則により作成してお

ります。 

───── ───── ④企業結合に係る会計基準等 

    当連結会計年度より、「企業結

合に係る会計基準」（企業会計

審議会 平成15年10月31日）及

び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号 平

成17年12月27日）並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針」（改

正企業会計基準適用指針第10号 

平成18年12月22日）を適用して

おります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

従来、「その他（流動負債）」に含めて表示しておりま

した「カードポイント引当金」は、当中間連結会計期間

末より区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間末における金額は1,930百万

円であります。 

───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  
 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．担保に供している資産及び担

保付債務は、次のとおりであ

ります。 

※１．担保に供している資産及び担

保付債務は、次のとおりであ

ります。 

※１．担保に供している資産及び担

保付債務は、次のとおりであ

ります。 

(1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 
  

種類 
金額 

（百万円）

現金及び預金 921 

割賦売掛金 284,088 

その他（流動資産） 4,128 

有形固定資産 843 

合計 289,981 

 

種類 
金額

（百万円）

現金及び預金 936

割賦売掛金 192,174

その他（流動資産） 5,175

有形固定資産 838

合計 199,125

種類
金額 

（百万円） 

現金及び預金 952 

割賦売掛金 231,731 

その他（流動資産） 6,193 

有形固定資産 840 

合計 239,717 

(2)担保付債務 (2)担保付債務 (2)担保付債務 
  

種類 
金額 

（百万円）

短期借入金 1,870 

長期借入金 
(１年以内返済予定の
ものを含む) 

374,353 

その他（流動負債） 106 

その他（固定負債） 207 

合計 376,536 

 

種類 
金額

（百万円）

短期借入金 1,525

長期借入金 
(１年以内返済予定の
ものを含む) 

300,086

その他（流動負債） 86

その他（固定負債） 187

合計 301,884

種類
金額 

（百万円） 

短期借入金 4,219 

長期借入金
(１年以内返済予定の
ものを含む) 

351,005 

その他（流動負債） 138 

その他（固定負債） 197 

合計 355,560 

※２．連結子会社（１社）におい

て、特別目的会社を活用した

不動産の流動化による不動産

信託契約の対象不動産を含ん

でおります。 

それぞれの科目の中間期末残

高及び関連する債務を示す科

目の中間期末残高は、次のと

おりであります。 

※２．連結子会社（１社）におい

て、特別目的会社を活用した

不動産の流動化による不動産

信託契約の対象不動産を含ん

でおります。 

それぞれの科目の中間期末残

高及び関連する債務を示す科

目の中間期末残高は、次のと

おりであります。 

※２．連結子会社（１社）におい

て、特別目的会社を活用した

不動産の流動化による不動産

信託契約の対象不動産を含ん

でおります。 

それぞれの科目の期末残高及

び関連する債務を示す科目の

期末残高は、次のとおりであ

ります。 

(1)対象不動産 (1)対象不動産 (1)対象不動産 
  

種類 
金額 

（百万円）

有形固定資産 8,557 

  

種類 
金額

（百万円）

有形固定資産 8,469

種類
金額 

（百万円） 

有形固定資産 8,513 

(2)関連する債務 (2)関連する債務 (2)関連する債務 
  

  

種類 
金額 

（百万円）

長期借入金 8,301 

  

種類 
金額

（百万円）

長期借入金（１年以内
返済予定のものを含
む） 

8,133

種類
金額 

（百万円） 

長期借入金（１年以内
返済予定のものを含
む） 

8,226 



 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※３．ローンカード及びクレジット

カードに付帯するキャッシン

グサービスにおいて、顧客に

付与した限度額のうち、当中

間連結会計期間末における未

実行残高（流動化したものを

含む）は、3,043,892百万円

であります。 

なお、当該契約には信用状況

の変化、その他相当の事由が

あるときは、貸出の中止がで

きる旨定められており、必ず

しもこの未実行残高のすべて

が実行されるものではありま

せん。 

※３．ローンカード及びクレジット

カードに付帯するキャッシン

グサービスにおいて、顧客に

付与した限度額のうち、当中

間連結会計期間末における未

実行残高（流動化したものを

含む）は、3,392,582百万円

であります。 

なお、当該契約には信用状況

の変化、その他相当の事由が

あるときは、貸出の中止がで

きる旨定められており、必ず

しもこの未実行残高のすべて

が実行されるものではありま

せん。 

※３．ローンカード及びクレジット

カードに付帯するキャッシン

グサービスにおいて、顧客に

付与した限度額のうち、当連

結会計年度末における未実行

残高（流動化したものを含

む）は、3,278,545百万円で

あります。 

なお、当該契約には信用状況

の変化、その他相当の事由が

あるときは、貸出の中止がで

きる旨定められており、必ず

しもこの未実行残高のすべて

が実行されるものではありま

せん。 

※４．割賦売掛金を流動化したこと

に伴い保有する信託受益権等

の債権であります。 

※４．     同左 ※４．     同左 

※５．有形固定資産の減価償却累計

額は24,578百万円でありま

す。 

※５．有形固定資産の減価償却累計

額は22,289百万円でありま

す。 

※５．有形固定資産の減価償却累計

額は22,037百万円でありま

す。 

※６．   ───── ※６．   ───── ※６．所有目的の変更に伴い「有形

固定資産」から16,129百万円

を「販売用不動産」へ振替え

ております。 

※７．貸倒引当金19,998百万円を直

接減額しております。 

※７．貸倒引当金21,756百万円を直

接減額しております。 

※７．貸倒引当金21,805百万円を直

接減額しております。 

※８．執行役員に対する退職慰労金

に備えるものが88百万円含ま

れております。 

※８．執行役員に対する退職慰労金

に備えるものが103百万円含

まれております。 

※８．執行役員に対する退職慰労金

に備えるものが110百万円含

まれております。 

※９．   ───── ※９．   ───── ※９．日本公認会計士協会・業種別

委員会報告第37号「消費者金

融会社等の利息返還請求によ

る損失に係る引当金の計上に

関する監査上の取扱い」にお

いて「引当計上の対象となる

返還額は利息制限法の上限金

利で引き直し計算した場合に

貸付金残高に充当される利息

部分を含めた返還すべき利息

総額」とされていることか

ら、連結貸借対照表上の利息

返還損失引当金には利息返還

債務引当金141,376百万円が

含まれております。 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

  
10. 保証債務 9,153百万円

（当社従業員の金融機関から

の住宅借入金に対する保証）

  
10. 保証債務 6,294百万円

（当社従業員の金融機関から

の住宅借入金に対する保証）

10. 保証債務 8,722百万円 

（当社従業員の金融機関から

の住宅借入金に対する保証） 

※11．中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含

まれております。 

※11．中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 

なお、当中間連結会計期間の

末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含

まれております。 

※11．連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

なお、当連結会計年度の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形が当連結会計年度末残

高に含まれております。 
  
受取手形 86百万円

支払手形 219百万円

  
受取手形 4百万円

支払手形 153百万円

受取手形 5百万円

 12．   ―――――  12．「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 

改正平成18年８月11日）及び

「金融商品会計に関する実務

指針」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第14号）

等における有価証券の範囲に

関する規定が一部改正され

（平成19年６月15日付及び同

７月４日付）、金融商品取引

法の施行日以後に終了する連

結会計年度及び中間連結会計

期間から適用されることにな

ったことに伴い、当中間連結

会計期間から改正会計基準及

び実務指針を適用しておりま

す。 

 12．   ――――― 



（中間連結損益計算書関係） 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．信販業収益の内訳 ※１．信販業収益の内訳 ※１．信販業収益の内訳 

  
総合あっせん部門
収益 

10,392百万円

個品あっせん部門
収益 

17,540百万円

信用保証部門収益 35,247百万円

融資部門収益 79,878百万円

その他 2,311百万円

計 145,370百万円

  
総合あっせん部門
収益 

10,573百万円

個品あっせん部門
収益 

14,297百万円

信用保証部門収益 39,058百万円

融資部門収益 64,185百万円

その他 2,247百万円

計 130,362百万円

  
総合あっせん部門
収益 

20,854百万円

個品あっせん部門
収益 

37,310百万円

信用保証部門収益 82,000百万円

融資部門収益 150,001百万円

その他 4,576百万円

計 294,744百万円

（注）各部門収益には、割賦売掛金

の流動化による収益が次のと

おり含まれております。 

（注）各部門収益には、割賦売掛金

の流動化による収益が次のと

おり含まれております。 

（注）各部門収益には、割賦売掛金

の流動化による収益が次のと

おり含まれております。 
  

総合あっせん
部門収益 

1,474百万円

個品あっせん
部門収益 

8,201百万円

融資部門収益 60,030百万円

計 69,706百万円

  
総合あっせん
部門収益 

1,497百万円

個品あっせん
部門収益 

7,120百万円

融資部門収益 44,180百万円

計 52,799百万円

  
総合あっせん
部門収益 

2,928百万円

個品あっせん
部門収益 

19,149百万円

融資部門収益 110,357百万円

計 132,435百万円

※２．当中間連結会計期間より、連

結会社相互間の取引高の相殺

消去に係る会計処理について

一部見直しを実施しておりま

す。この結果、従来と比べ、

「その他の事業収益」及び

「販売費及び一般管理費」が

それぞれ4,523百万円増加し

ております。なお、経常利益

及び税金等調整前中間純利益

への影響はありません。 

※２．   ───── ※２．「その他の事業収益」及び

「販売費及び一般管理費」は

当連結会計年度より、連結会

社相互間の取引高の相殺消去

に係る会計処理について一部

見直しを実施しております。

この結果、従来と比べ、「そ

の他の事業収益」及び「販売

費及び一般管理費」がそれぞ

れ8,776百万円増加しており

ます。 

なお、経常利益及び税金等調

整前当期純損失への影響はあ

りません。 

※３．販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

※３．販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

※３．販売費及び一般管理費のうち

主なもの 
  

カードポイント引
当金繰入額 

220百万円

貸倒引当金繰入額 40,201百万円

利息返還損失引当
金繰入額 

13,774百万円

従業員給料 18,999百万円

退職給付引当金繰
入額 

1,744百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

74百万円

賞与引当金繰入額 4,496百万円

計算事務費 13,496百万円

  

  

カードポイント関
係費用 

2,352百万円

貸倒引当金繰入額 52,478百万円

従業員給料 18,698百万円

退職給付費用 1,715百万円

賞与引当金繰入額 3,184百万円

計算事務費 13,275百万円

カードポイント引
当金繰入額 

3,573百万円

貸倒引当金繰入額 83,021百万円

利息返還損失引当
金繰入額 

33,170百万円

利息返還債務引当
金繰入額 

597百万円

従業員給料 43,361百万円

退職給付費用 3,481百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

151百万円

賞与引当金繰入額 3,722百万円

（注）役員退職慰労引当金繰入額

には、執行役員の退職慰労

金に係るものが17百万円含

まれております。 

（注）カードポイント関係費用に

は、カードポイント引当金

戻入額496百万円が相殺さ

れ含まれております。 

（注）役員退職慰労引当金繰入額

には、執行役員の退職慰労

金に係るものが39百万円含

まれております。 



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

※４．   ───── ※４．   ───── ※４．当連結会計年度において、当

社及び連結子会社は以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。 

当社及び連結子会社は、信販

業に供する資産を信販業グル

ープとし、その他のグループ

については、原則として、個

別にキャッシュ・フローの認

識できる最小単位でグルーピ

ングを行っております。 

また、当社の本社ビル等は共

用資産としておりました。 

当連結会計年度に、当社の本

社ビルを含む共用資産の一部

について、売却目的等の資産

へ用途を変更いたしました。 

当該転用した資産等につい

て、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失（39,828百万円）とし

て特別損失に計上しておりま

す。 

その主な内訳は、建物及び構

築物5,912百万円、土地

31,904百万円であります。 

なお、当該資産グループの回

収可能価額の算定について

は、正味売却価額により測定

したものは主に売却予定価額

に基づいており、使用価値に

より測定したものは将来キャ

ッシュ・フローを4.5％で割

り引いた価額としておりま

す。 

(場所) (用途) (種類) 

東京都他

全14件 

  

販売用不

動産へ転

用 

建物及び

構築物、

土地等 

東京都他

全18件 

  

賃貸用資

産 

  

建物及び

構築物、

土地 

※５．   ───── ※５．主として店舗再編に伴う有形

固定資産の除却損248百万円

が含まれております。 

※５．   ───── 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

※６．   ───── ※６．   ───── ※６．平成18年12月に貸金業規制法

が改正され、多重債務者の発

生防止を目的として、総量規

制の導入、利息制限法の上限

金利を超える利息での請求・

受領の禁止、支払期間が長期

にわたる返済条件の是正等が

求められることになりまし

た。 

この影響による経営環境の変

化に対応するため、当社は新

中期経営計画を策定し、事業

モデル・収益構造の抜本的改

革（事業リストラクチャリン

グ）を図ることを平成19年３

月６日開催の当社の取締役会

で決定いたしました。この方

針に基づき、特に、カードキ

ャッシング・融資商品につき

ましては、新規取扱に対して

利息制限法内の金利適用、既

存債権についてキャッシング

リボルビング払いの返済額等

の見直し及び返済条件の是正

等の施策の実施を決定いたし

ました。 

この各種施策の実施を起因と

して生ずる利息返還債務に係

る損失負担に備えるため、当

該利息返還債務に対する引当

額を合理的に見積り、過年度

に収益計上した債権の利息返

還債務に対応する金額

140,779百万円を特別損失

に、当連結会計年度に対応す

る金額597百万円を販売費及

び一般管理費に計上しており

ます。 

なお、日本公認会計士協会・

業種別委員会報告第37号「消

費者金融会社等の利息返還請

求による損失に係る引当金の

計上に関する監査上の取扱

い」による利息返還損失引当

金繰入額は、33,170百万円を

販売費及び一般管理費に計上

し、期首時点における前期見

積方法との変更差額5,604百

万円を特別損失に計上してお

ります。 

※７．   ───── ※７．連結子会社１社における希望

退職者に対するものであり、

再就職支援費用が含まれてお

ります。 

※７．当社における希望退職者に対

するものであり、再就職支援

費用が含まれております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、第一回Ａ種優先株式の普通株式への転換によるものであります。 

２．第一回Ｆ種優先株式の発行済株式総数の減少は、消却によるものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は単元未満株式の売渡しによる

ものであります。 

４．第一回Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、普通株式への転換により取得し当中間連結会計期間末現在、消却手

続きを完了していないものであります。 

５．第一回Ｆ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、消却のための取得によるものであり、減少は消却によるものであり

ます。 

  

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

  
 

  
前連結会計年度末

株式数 
（千株） 

当中間連結会計
期間増加株式数 

（千株） 

当中間連結会計
期間減少株式数 

（千株） 

当中間連結会計 
期間末株式数 
（千株） 

発行済株式 

普通株式      (注)１ 829,312 35,552 － 864,864

第一回Ａ種優先株式 40,000 － － 40,000

第一回Ｂ種優先株式 60,000 － － 60,000

第一回Ｃ種優先株式 100,000 － － 100,000

第一回Ｄ種優先株式 100,000 － － 100,000

第一回Ｅ種優先株式 100,000 － － 100,000

第一回Ｆ種優先株式 (注)２ 30,000 － 10,000 20,000

第一回Ｇ種優先株式 60,000 － － 60,000

第一回Ｈ種優先株式 60,000 － － 60,000

合計 1,379,312 35,552 10,000 1,404,864

自己株式 

普通株式      (注)３ 108 26 1 133

第一回Ａ種優先株式 (注)４ － 8,106 － 8,106

第一回Ｆ種優先株式 (注)５ － 10,000 10,000 －

合計 108 18,132 10,001 8,239

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,487 3.00 

平成18年３月31日 平成18年６月30日

第一回Ａ種優先株式 270 6.77 

第一回Ｂ種優先株式 631 10.52 

第一回Ｃ種優先株式 1,552 15.52 

第一回Ｄ種優先株式 1,677 16.77 

第一回Ｅ種優先株式 1,802 18.02 

第一回Ｆ種優先株式 556 18.54 

第一回Ｇ種優先株式 1,412 23.54 

第一回Ｈ種優先株式 1,562 26.04 



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、第一回Ａ種優先株式の普通株式への転換によるものであり、減少は、普通株式の

併合（２株を１株）によるものであります。 

２．第一回Ａ種優先株式の発行済株式総数の減少31,894千株の内、28,704千株は優先株式の併合（10株を１株）によるも

の、3,189千株は消却によるものであります。 

３．第一回Ｂ種ないし第一回Ｈ種優先株式の発行済株式総数の減少は、優先株式の併合（10株を１株）によるものでありま

す。 

４．第一回Ｉ種優先株式の発行済株式総数の増加は、債務の株式化（デット・エクイティ・スワップ）によるものでありま

す。 

５．第一回Ｊ種優先株式の発行済株式総数の増加は、第三者割当増資によるものであります。 

６．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少71千株の内、3千株は単元未満株

の売渡し、5千株は株式会社セントラルファイナンス青森との会社分割に伴う対価として自己株式を代用したもの、63千

株は普通株式の併合（２株を１株）によるものであります。 

７．第一回Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、普通株式への転換により取得したものであり、減少31,894千株の

内、28,704千株は優先株式の併合（10株を１株）によるもの、3,189千株は消却によるものであります。 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度末

株式数 
（千株） 

当中間連結会計
期間増加株式数 

（千株） 

当中間連結会計
期間減少株式数 

（千株） 

当中間連結会計 
期間末株式数 
（千株） 

発行済株式 

普通株式      (注)１ 864,864 139,885 502,375 502,375

第一回Ａ種優先株式 (注)２ 31,894 － 31,894 －

第一回Ｂ種優先株式 (注)３ 60,000 － 54,000 6,000

第一回Ｃ種優先株式 (注)３ 100,000 － 90,000 10,000

第一回Ｄ種優先株式 (注)３ 100,000 － 90,000 10,000

第一回Ｅ種優先株式 (注)３ 100,000 － 90,000 10,000

第一回Ｆ種優先株式 (注)３ 20,000 － 18,000 2,000

第一回Ｇ種優先株式 (注)３ 60,000 － 54,000 6,000

第一回Ｈ種優先株式 (注)３ 60,000 － 54,000 6,000

第一回Ｉ種優先株式 (注)４ － 140,000 － 140,000

第一回Ｊ種優先株式 (注)５ － 150,000 － 150,000

合計 1,396,758 429,885 984,269 842,375

自己株式 

普通株式      (注)６ 108 37 71 74

第一回Ａ種優先株式 (注)７ － 31,894 31,894 －

合計 108 31,931 31,965 74



前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、第一回Ａ種優先株式の普通株式への転換によるものであります。 

２．第一回Ａ種優先株式及び第一回Ｆ種優先株式の発行済株式総数の減少は、消却によるものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少46千株の内6千株は、単元未満株

式の売渡し、40千株は、楽天ＫＣ株式会社との会社分割に伴う対価として自己株式を代用したものであります。 

４．第一回Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、普通株式への転換により取得したものであり、減少は消却によるも

のであります。 

５．第一回Ｆ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、消却のための取得によるものであり、減少は消却によるものであり

ます。 

  

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

  
 

  
前連結会計年度末

株式数 
（千株） 

当連結会計年度
増加株式数 
（千株） 

当連結会計年度
減少株式数 
（千株） 

当連結会計年度末
株式数 
（千株） 

発行済株式 

普通株式      (注)１ 829,312 35,552 － 864,864 

第一回Ａ種優先株式 (注)２ 40,000 － 8,106 31,894 

第一回Ｂ種優先株式 60,000 － － 60,000 

第一回Ｃ種優先株式 100,000 － － 100,000 

第一回Ｄ種優先株式 100,000 － － 100,000 

第一回Ｅ種優先株式 100,000 － － 100,000 

第一回Ｆ種優先株式 (注)２ 30,000 － 10,000 20,000 

第一回Ｇ種優先株式 60,000 － － 60,000 

第一回Ｈ種優先株式 60,000 － － 60,000 

合計 1,379,312 35,552 18,106 1,396,758 

自己株式 

普通株式      (注)３ 108 45 46 108 

第一回Ａ種優先株式 (注)４ － 8,106 8,106 － 

第一回Ｆ種優先株式 (注)５ － 10,000 10,000 － 

合計 108 18,151 18,152 108 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,487 3.00 

平成18年３月31日 平成18年６月30日

第一回Ａ種優先株式 270 6.77 

第一回Ｂ種優先株式 631 10.52 

第一回Ｃ種優先株式 1,552 15.52 

第一回Ｄ種優先株式 1,677 16.77 

第一回Ｅ種優先株式 1,802 18.02 

第一回Ｆ種優先株式 556 18.54 

第一回Ｇ種優先株式 1,412 23.54 

第一回Ｈ種優先株式 1,562 26.04 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金 113,954百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△921百万円

現金及び現金同等物
中間期末残高 

113,032百万円

  
現金及び預金 167,787百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△936百万円

流動資産のその他に
含まれる短期貸付金 

39,953百万円

現金及び現金同等物
中間期末残高 

206,804百万円

  

  

現金及び預金 110,077百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△952百万円

現金及び現金同等物
期末残高 

109,125百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

借主側 借主側 借主側 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固
定資産 

13,834 7,331 6,503

 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固
定資産 

15,388 7,344 8,044

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

有形固
定資産 

15,597 7,333 8,263 

(2)未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2)未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当

額 
  

１年内 2,606百万円

１年超 4,201百万円

合計 6,807百万円

 
１年内 2,948百万円

１年超 5,388百万円

合計 8,337百万円

１年内 2,949百万円

１年超 5,611百万円

合計 8,560百万円

(3)支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 1,653百万円

減価償却費相当
額 

1,454百万円

支払利息相当額 188百万円

 
支払リース料 1,869百万円

減価償却費相当
額 

1,656百万円

支払利息相当額 206百万円

支払リース料 3,396百万円

減価償却費相当
額 

2,987百万円

支払利息相当額 387百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

同左 同左 

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 3百万円

１年超 5百万円

合計 8百万円

 
１年内 14百万円

１年超 8百万円

合計 23百万円

１年内 5百万円

１年超 11百万円

合計 16百万円

     （減損損失について） 

       リース資産に配分された減損損

失はありません。 



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  

  

  
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

  

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

時価
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)国債・地方債
等 

－ － － － － － － － －

(2)社債 － － － － － － － － －

(3)その他 596 668 71 636 733 96 616 708 92

合計 596 668 71 636 733 96 616 708 92

  
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

  
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 3,324 4,974 1,649 3,657 4,115 458 3,326 4,756 1,429

(2)債券              

国債・地方

債等 
－ － － － － － － － －

社債 － － － － － － － － －

その他 4 4 0 3 3 0 3 3 0

(3)その他 24 22 △1 24 23 △0 24 29 5

合計 3,352 5,000 1,648 3,684 4,142 458 3,354 4,790 1,435

  
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

  
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 9,632 7,942 10,491 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を

適用しているため記載しておりません。 

同左 同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成

19年９月30日まで）及び前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 全セグメントの営業収益の合計及び営業利益の合計額に占める信販業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成

19年９月30日まで）及び前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 全セグメントの営業収益の合計額に占める国内の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

【海外営業収益】 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成

19年９月30日まで）及び前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 海外における営業収益の合計が、連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。 

  
 



（開示対象特別目的会社関係） 

    当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  １．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要 

   (1) 金融資産の流動化 

当社では、資金調達先の多様化を図り、安定的に資金を調達することを目的として、クレジット債権等の流動化を実施

しております。かかる流動化案件の一部において当社は、株式会社及び資産流動化法上の特定目的会社などの特別目的会

社を利用しております。 

当社は、前述したクレジット債権等をまず信託銀行へ信託譲渡し、その信託受益権のうち優先部分が当該特別目的会社

に譲渡されます。当該特別目的会社は譲渡された優先信託受益権を裏付けとして社債等を発行し資金を調達し、これを優

先受益権売却代金として当社が受領することにより、資金調達を行っております。 

当該特別目的会社を利用している流動化のスキームの結果、平成19年９月末において、取引残高のある特別目的会社は

28社あり、当該特別目的会社の直近の決算日における資産総額（単純合算）は443,438百万円、負債総額（単純合算）は

440,497百万円であります。 

なお、いずれの特別目的会社についても、当社は議決権のある株式等は有しておらず、役員及び従業員の派遣もありま

せん。 

  

(2) 不動産の流動化 

連結子会社（１社）において、資金調達先の多様化を図ることを目的として、不動産の流動化を実施しております。こ

の流動化にあたり、１社の特例有限会社である特別目的会社を利用しております。 

当該流動化においては、不動産による信託受益権を裏付けとして特別目的会社がノンリコースローンにより資金調達を

行っております。 

さらに、当該特別目的会社に対して匿名組合契約を締結しており、連結子会社は当該契約に基づく出資金を有しており

ますが、出資金については全額を回収する予定であり、将来損失が発生することはないと判断しております。 

なお、当該特別目的会社について、連結子会社は議決権のある出資等は有しておらず、役員及び従業員の派遣もありま

せん。 

  

２．当中間連結会計期間における特別目的会社との取引金額等 

(1) 金融資産の流動化 

（注）１．優先受益権の金額は、当中間連結会計期間末残高を記載しております。 

２．譲渡資産に係る残存部分は、譲渡資産の譲渡代金の未収部分であり資産流動化受益債権に計上されており、当中間連結

会計期間末残高を記載しております。また、残存売買代金債権繰り延べの対価は当該残存部分に係る分配損益であり、

事業収益に計上されております。 

３．優先出資額の金額は、当中間連結会計期間末残高を記載しております。 

  

(2) 不動産の流動化 

当該流動化は金融取引処理を行っているため記載しておりません。 

 

  
主な取引の金額又は 

当中間連結会計期間末残高

主な損益 

（項目） （金額） 

譲渡資産 （百万円）   （百万円）

 優先受益権     （注１） 373,741 － － 

譲渡資産に係る残存部分（注２） 68 残存売買代金債権繰り延べの対価 22 

優先出資額      （注３） 3,779 － － 



（１株当たり情報） 

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりま

せん。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 0.19円

１株当たり中間純利益 10.91円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益 
2.32円

  
１株当たり純資産額 △320.39円

１株当たり中間純利益 9.21円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益 
2.76円

１株当たり純資産額 △543.20円

１株当たり当期純損失 542.52円

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 
－ 

  当社は平成19年６月４日付で普通株

式２株を１株に、優先株式10株を１

株に併合しております。 

当該株式併合が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報につ

いては、それぞれ以下のとおりとな

ります。 

  

前中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり中間純
利益 

21.82円 

潜在株式調整後１
株当たり中間純利
益 

15.94円 

１株当たり当期純
損失 

1,085.05円 

潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益 

－ 

  



２．１株当たり中間純利益、１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純損失 
  

中間純利益 9,124百万円

普通株主に帰属し
ない金額 

－ 

普通株式に係る中
間純利益 

9,124百万円

期中平均株式数 836,252千株 

 
中間純利益 4,621百万円

普通株主に帰属し
ない金額 

－ 

普通株式に係る中
間純利益 

4,621百万円

期中平均株式数 501,928千株 

当期純損失 461,397百万円

普通株主に帰属し
ない金額 

－ 

普通株式に係る当
期純損失 

461,397百万円

期中平均株式数 850,465千株 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

────── 

  
中間純利益調整額 － 

普通株式増加数 3,089,159千株 

（うち優先株式) 3,089,159千株 

 
中間純利益調整額 － 

普通株式増加数 1,172,217千株 

（うち優先株式)1,172,217千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

 該当事項はありません。 同左 

詳細は、「第４ 提出会社の状況 

１．株式等の状況」に記載してお

ります。 

第一回Ａ種優先株式 

（発行価額の総額15,947百万円）

第一回Ｂ種優先株式 

（発行価額の総額30,000百万円）

第一回Ｃ種優先株式 

（発行価額の総額50,000百万円）

第一回Ｄ種優先株式 

（発行価額の総額50,000百万円）

第一回Ｅ種優先株式 

（発行価額の総額50,000百万円）

第一回Ｆ種優先株式 

（発行価額の総額20,000百万円）

第一回Ｇ種優先株式 

（発行価額の総額60,000百万円）

第一回Ｈ種優先株式 

（発行価額の総額60,000百万円）



（企業結合におけるパーチェス法の適用） 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── ───── 当社は、平成18年11月１日をもって

当社を承継会社とし、楽天ＫＣ株式

会社を分割会社とする分社型吸収分

割により、楽天ＫＣ株式会社のクレ

ジット事業部門を承継いたしまし

た。 

１．相手企業の名称及び取得した

事業の内容 

楽天ＫＣ株式会社のクレジッ

ト事業部門（オートローン事

業、ショッピングクレジット

事業、等） 

２．企業結合を行った主な理由 

当社の加盟店ネットワークの

補完・拡大を図ること並びに

当社の主力事業であるオート

ローン事業及びショッピング

クレジット事業に関する営業

基盤・顧客基盤の一層の拡大

を図るため。 

３．企業結合日 

平成18年11月１日 

４．企業結合の法的形式 

当社を承継会社とし、楽天Ｋ

Ｃ株式会社を分割会社とする

分社型吸収分割 

５．連結財務諸表に含まれている

取得した事業の業績の期間 

平成18年11月１日より平成19

年３月31日までの５ヶ月間 

６．取得した事業の取得原価及び

その内訳 

・取得原価 

 10百万円 

・その内訳  

被取得企業に交付した取

得企業普通株式の時価10

百万円 



 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ７．取得の対価として交付した株

式の株式数及びその評価額、

取得原価の算定 

当社は新株の発行に代えて、

当社の保有する自己株式

40,000株を楽天ＫＣ株式会社

に移転いたしました。移転株

式数は、本件対象事業の評価

額10百万円を分割効力発生日

の直前の５連続取引日での株

式会社東京証券取引所におけ

る承継会社の普通株式の普通

取引の毎日の終値の平均値で

除することにより、算出いた

しました。本件対象事業の評

価につきましては、第三者機

関が算定した結果を参考とし

て、当事者間で決定いたしま

した。 

８．発生した負ののれんの金額、

発生原因、償却方法及び償却

期間 

・負ののれんの金額 

  4,898百万円 

・発生原因 

  企業結合時の時価純資産

が取得原価を上回ったた

め、その差額を負ののれ

んとして認識 

・償却方法及び償却期間 

  償却期間５年の定額法 

９．企業結合日に受け入れた資産

及び引き受けた負債の額並び

にその主な内訳 

流動資産 416,612百万円 

固定資産 23,413百万円 

資産 計 440,026百万円 

流動負債 434,686百万円 

固定負債 431百万円 

負債 計 435,118百万円 



（重要な後発事象） 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

会社分割による楽天ＫＣ株式会社の

クレジット事業部門の承継 

───── 当社は、平成19年３月28日開催の当

社の取締役会において、欠損填補に

備えることを目的とした資本金の額

の減少、発行済株式数の適正化を図

ることを目的とした株式併合、欠損

填補並びに経営に必要な資本を早急

に調達するため債務の株式化（デッ

ト・エクイティ・スワップ）による

第一回Ｉ種優先株式の有利発行及び

第三者割当による第一回Ｊ種優先株

式の有利発行を平成19年４月30日開

催の当社の臨時株主総会及び種類株

主総会に付議することを決議し、同

株主総会で承認可決されました。 

 

平成18年８月31日開催の当社の取

締役会において平成18年11月１日

を期して同社のクレジット事業部

門を分社型吸収分割により承継す

ることを決議し、同日会社分割契

約書の締結をいたしました。当社

は本分割に際し、新株の発行に代

えて、当社の保有する自己株式を

楽天ＫＣ株式会社に移転いたしま

した。 

  

 

  

  

当該分割
の目的 

本事業承継の目的は、

楽天ＫＣ株式会社のク

レジット事業部門を承

継することにより当社

の加盟店ネットワーク

の補完・拡大を図るこ

と並びに当社の主力事

業であるオートローン

事業及びショッピング

クレジット事業に関す

る営業基盤・顧客基盤

の一層の拡大を図るこ

とであります。 

承継した
事業部門
の内容 

楽天ＫＣ株式会社のク

レジット事業部門 

オートローン事業、シ

ョッピングクレジット

事業、等 

（承継した債権残高は

提出日現在では未確定

であります。） 

企業結合
日 

平成18年11月１日 

企業結合
の法的形
式 

当社を承継会社とし、

楽天ＫＣ株式会社を分

割会社とする分社型吸

収分割であります。 

 

１．資本金の額の減少 

(1) 減少する資本金の額 

平成19年４月30日現在の資

本金220,202百万円を

215,202百万円減少させ、

5,000百万円といたしまし

た。 

(2) 資本金の額の減少の効力発

生日 

平成19年５月２日 

２．普通株式及び第一回Ａ種ない

し第一回Ｈ種優先株式の併合 

(1) 株式併合の内容 

当社普通株式の発行済株式

につきましては、２株を１

株に併合し、第一回Ａ種な

いし第一回Ｈ種優先株式に

つきましては、10株を１株

に併合いたしました。 

(2) 株式併合の効力発生日 

平成19年６月４日 

３．債務の株式化（デット・エク

イティ・スワップ）による第

一回Ｉ種優先株式の払込 

割当先 払込金額 給付期日 

株式会社みず
ほコーポレー
ト銀行 

140,000 
百万円 

平成19年 
５月２日 



  

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

  

株式の割
当て 

当社は本分割に際し、

新株の発行に代えて、

当社の保有する自己株

式40,000株を楽天ＫＣ

株式会社に移転いたし

ました。移転株式数

は、本件対象事業の評

価額1,000万円を分割

効力発生日の直前の５

連続取引日での株式会

社東京証券取引所にお

ける承継会社の普通株

式の普通取引の毎日の

終値の平均値で除すこ

とにより、算出いたし

ました。本件対象事業

の評価につきまして

は、第三者機関が算定

した結果を参考とし

て、当事者間で決定い

たしました。 

４．第三者割当による第一回Ｊ種

優先株式の払込 

  

割当先 払込金額 払込期日 

株式会社みず
ほコーポレー
ト銀行 

22,500 

百万円 

平成19年 
５月２日 

株式会社みず
ほ銀行 

22,500 

百万円 

伊藤忠商事株
式会社 

30,000 

百万円 

モルガン・ス
タンレー証券
株式会社 

35,000 

百万円 

ＤＢＪコーポ
レート投資事
業組合 

20,000 

百万円 

ケーケーアー
ル ピーイー
アイ ジャパ
ン インベス
トメント ワ
ン リミテッ
ド 

（KKR PEI 
Japan 
Investment 
I, Ltd.） 

20,000 

百万円 

合計 
150,000 

百万円 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）          

Ⅰ流動資産          

現金及び預金   92,137   143,383 86,559  

割賦売掛金 
※１ 
※２ 
※３ 

908,890   891,742 896,466  

信用保証割賦売掛金   2,451,177   2,755,580 2,737,457  

資産流動化受益債権 ※４ 435,603   439,887 475,615  

事業貸付金 ※３ 77,659   79,162 83,808  

保証事業債権   1,768   1,478 2,334  

販売用不動産 ※６ 10,033   17,982 20,786  

その他   315,767   322,312 273,270  

貸倒引当金   △144,842   △337,570 △327,115  

流動資産合計     4,148,194 93.2 4,313,960 96.2   4,249,183 96.2

Ⅱ固定資産          

有形固定資産 
※５ 
※６ 

136,052   81,319 81,944  

無形固定資産   27,772   32,432 29,856  

投資その他の資産 ※７ 138,622   55,315 55,825  

固定資産合計     302,447 6.8 169,068 3.8   167,626 3.8

資産合計     4,450,642 100.0 4,483,028 100.0   4,416,809 100.0

           



  
 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表

(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）          

Ⅰ流動負債          

支払手形 ※12 18,906   14,510 16,899  

買掛金   180,725   233,247 205,074  

信用保証買掛金   2,451,177   2,755,580 2,737,457  

保証事業債務   1,768   1,478 2,334  

短期借入金 ※２ 102,254   93,631 120,843  

１年以内返済予定の
長期借入金 

※２ 314,171   251,621 329,117  

賞与引当金   3,995   2,721 3,152  

カードポイント引当
金 

  2,283   5,140   5,636  

割賦利益繰延 ※８ 8,788   16,058   14,758  

その他   279,038   242,178 276,473  

流動負債合計     3,363,109 75.6 3,616,167 80.6   3,711,746 84.0

Ⅱ固定負債          

長期借入金 ※２ 722,583   538,000 653,116  

退職給付引当金   8,477   7,584 9,011  

役員退職慰労引当金 ※９ 270   197 324  

利息返還損失引当金 ※10 21,665   158,385 173,082  

その他   3,863   7,700 8,510  

固定負債合計     756,859 17.0 711,869 15.9   844,044 19.1

負債合計     4,119,969 92.6 4,328,036 96.5   4,555,790 103.1



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末

(平成19年９月30日) 
前事業年度の要約貸借対照表

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）          

Ⅰ株主資本          

資本金     220,202 4.9 150,000 3.3   220,202 5.0

資本剰余金          

資本準備金   55,051   834 55,051  

その他資本剰余金   42,138   － 42,135  

資本剰余金合計     97,189 2.2 834 0.1   97,186 2.2

利益剰余金          

その他利益剰余金          

優先株式償還積立
金 

  2,500   － 2,500  

繰越利益剰余金   10,614   4,402 △459,054  

利益剰余金合計     13,114 0.3 4,402 0.1   △456,554 △10.3

自己株式     △30 △0.0 △25 △0.0   △21 △0.0

株主資本合計     330,475 7.4 155,211 3.5   △139,186 △3.1

Ⅱ評価・換算差額等          

その他有価証券評価差
額金 

    948 0.0 250 0.0   820 0.0

繰延ヘッジ損益     △751 △0.0 △470 △0.0   △615 △0.0

評価・換算差額等合計     196 0.0 △220 △0.0   205 0.0

純資産合計     330,672 7.4 154,991 3.5   △138,981 △3.1

負債純資産合計     4,450,642 100.0 4,483,028 100.0   4,416,809 100.0

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ営業収益          

事業収益 
※１ 
※２ 

       

総合あっせん部門
収益 

  10,380   10,562 20,829  

個品あっせん部門
収益 

  17,417   14,206 37,055  

信用保証部門収益   35,009   38,737 81,486  

融資部門収益   79,744   64,115 149,763  

その他   2,432 144,983 2,462 130,083 4,858 293,993 

金融収益 ※４   200 765   780 

その他の営業収益     1,977 6,382   5,350 

営業収益合計     147,161 100.0 137,232 100.0   300,125 100.0

Ⅱ営業費用          

販売費及び一般管理
費 

※３   121,463 116,834   260,338 

金融費用 ※５   11,195 11,698   23,202 

その他の営業費用     578 3,848   2,077 

営業費用合計     133,237 90.5 132,381 96.5   285,618 95.2

営業利益     13,923 9.5 4,850 3.5   14,506 4.8

経常利益     13,923 9.5 4,850 3.5   14,506 4.8

Ⅲ特別利益     615 0.4 －   615 0.2

Ⅳ特別損失 
※６ 
※７   5,670 3.9 1,069 0.7   378,193 126.0

税引前中間(当期)純
利益(△は税引前中
間（当期）純損失) 

    8,868 6.0 3,781 2.8   △363,070 △121.0

法人税、住民税及び
事業税 

  106   103 212  

法人税等調整額   27 133 0.1 △725 △622 △0.4 97,651 97,863 32.6

中間(当期)純利益
(△は中間（当期）
純損失) 

    8,734 5.9 4,403 3.2   △460,934 △153.6

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  

 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他
資本 

剰余金 

資本
剰余金 
合計 

その他利益剰余金
利益

剰余金 
合計 

優先株式
償還 

積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

220,202 64,169 33,020 97,189 － 27,831 27,831 △22 345,201

中間会計期間中の変動額    

資本準備金の取崩し △9,118 9,118 －   －

利益処分による優先株式償還積
立金の積立て 

  14,000 △14,000 －   －

利益処分による利益配当   △11,951 △11,951   △11,951

中間純利益   8,734 8,734   8,734

自己株式の取得   △11,509 △11,509

自己株式の処分   0 0 △11,500 △11,500 11,500 0

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ △9,118 9,118 0 2,500 △17,217 △14,717 △8 △14,725

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

220,202 55,051 42,138 97,189 2,500 10,614 13,114 △30 330,475

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,270 － 1,270 346,471

中間会計期間中の変動額  

資本準備金の取崩し   －

利益処分による優先株式償還積
立金の積立て 

  －

利益処分による利益配当   △11,951

中間純利益   8,734

自己株式の取得   △11,509

自己株式の処分   0

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△322 △751 △1,073 △1,073

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△322 △751 △1,073 △15,799

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

948 △751 196 330,672



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本

合計 資本 
準備金 

その他
資本 

剰余金 

資本
剰余金 
合計 

その他利益剰余金
利益
剰余金 
合計 

優先株式
償還 

積立金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

220,202 55,051 42,135 97,186 2,500 △459,054 △456,554 △21 △139,186

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 145,000 145,000 145,000   290,000

資本金から資本準備金への振替 △215,202 215,202 215,202   －

資本準備金の取崩しによる欠損
填補 

△414,419 △414,419 414,419 414,419   －

優先株式償還積立金の取崩しに
よる欠損填補 

  △2,500 2,500 －   －

その他資本剰余金の取崩しによ
る欠損填補 

  △42,135 △42,135 42,135 42,135   －

中間純利益   4,403 4,403   4,403

自己株式の取得   △6 △6

自己株式の処分   △1 △1 2 1

繰越利益剰余金から負のその他
資本剰余金への振替 

  1 1 △1 △1   －

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△70,202 △54,216 △42,135 △96,352 △2,500 463,457 460,957 △4 294,398

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

150,000 834 － 834 － 4,402 4,402 △25 155,211

  

評価・換算差額等

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

820 △615 205 △138,981

中間会計期間中の変動額  

新株の発行   290,000

資本金から資本準備金への振替   －

資本準備金の取崩しによる欠損
填補 

  －

優先株式償還積立金の取崩しに
よる欠損填補 

  －

その他資本剰余金の取崩しによ
る欠損填補 

  －

中間純利益   4,403

自己株式の取得     △6

自己株式の処分   1

繰越利益剰余金から負のその他
資本剰余金への振替 

  －

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△570 144 △425 △425

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△570 144 △425 293,972

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

250 △470 △220 154,991



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

  

  

  次へ 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他
資本 

剰余金 

資本
剰余金 
合計 

その他利益剰余金
利益

剰余金 
合計 

優先株式
償還 

積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

220,202 64,169 33,020 97,189 － 27,831 27,831 △22 345,201

事業年度中の変動額    

資本準備金の取崩し △9,118 9,118 －   －

利益処分による優先株式償還積
立金の積立て 

  14,000 △14,000 －   －

利益処分による利益配当     △11,951 △11,951   △11,951

当期純損失         △460,934 △460,934   △460,934

自己株式の取得               △11,513 △11,513

自己株式の処分   △2 △2 △11,500 △11,500 11,514 11

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △9,118 9,115 △2 2,500 △486,886 △484,386 0 △484,388

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

220,202 55,051 42,135 97,186 2,500 △459,054 △456,554 △21 △139,186

  

評価・換算差額等

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,270 － 1,270 346,471

事業年度中の変動額  

資本準備金の取崩し   －

利益処分による優先株式償還積
立金の積立て 

  －

利益処分による利益配当   △11,951

当期純損失   △460,934

自己株式の取得   △11,513

自己株式の処分   11

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

△449 △615 △1,064 △1,064

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△449 △615 △1,064 △485,452

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

820 △615 205 △138,981



継続企業の前提に関する注記 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── ───── 当社は、当期において、460,934百万

円の当期純損失を計上した結果、

138,981百万円の債務超過となりまし

た。当該状況により、当期末におい

ては、継続企業の前提に重要な疑義

が存在します。 
当該状況に早急に対応すべく、平成

19年４月30日開催の臨時株主総会及

び種類株主総会において、債務超過

の解消並びに経営に必要な資本の調

達を目的とした資本政策の承認を受

けました。その結果、平成19年５月

２日をもって債務超過は解消となり

ました。 
財務諸表は、継続企業を前提として

作成されており、このような重要な

疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 
  

資本政策の内容については下記のと

おりであります。 
      

    １．資本金の額の減少 

    (1) 目的 

    欠損填補に備えるため。 

    (2) 内容 

    ・減少する資本金の額 

215,202百万円

・減少する資本金の額のうち

資本準備金とする額 

      215,202百万円

      

    ２．定款の一部変更 

    (1) 第一回Ａ種ないし第一回Ｈ種

優先株式の諸条項の変更 

    (2) 第一回Ｉ種・第一回Ｊ種優先

株式の発行に関する条項の新

設 

    (3) 普通株式の単元株式数の変更 

（1,000株から500株に変更） 



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ３．普通株式及び第一回Ａ種ない

し第一回Ｈ種優先株式の併合 

    (1) 目的 

    普通株式及び優先株式の発行

済株式数の適正化を図るた

め。 

    (2) 内容 

    （併合する株式の種類）（併合の割合）

普通株式  ２株を１株 

第一回Ａ種ないし 

第一回Ｈ種優先株式  
10株を１株 

      

    ４．債務の株式化（デット・エク

イティ・スワップ）による第

一回Ｉ種優先株式の有利発行 

    (1) 目的 

    平成19年３月末における債務

超過の状態の解消を図るた

め。 

    (2) 内容 

    割当先 払込金額 給付期日 

株式会社み
ずほコーポ
レート銀行 

140,000百万円 
（うち、増加
資本金70,000

百万円） 
（うち、増加資
本準備金70,000

百万円） 

平成19年
５月２日 



  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    ５．第三者割当による第一回Ｊ種

優先株式の有利発行 

    (1) 目的 

    経営に必要な資本の調達を図

るため。 

    (2) 内容 

    
割当先 払込金額 

払込 

期日 

株式会社みず

ほコーポレー

ト銀行 

22,500 

百万円 

平成19年
５月２日 

株式会社みず

ほ銀行 

22,500 

百万円 

伊藤忠商事株

式会社 

30,000 

百万円 

モルガン・ス

タンレー証券

株式会社 

35,000 

百万円 

ＤＢＪコーポ

レート投資事

業組合 

20,000 

百万円 

ケーケーアー

ル ピーイー

アイ ジャパ

ン インベス

トメント ワ

ン リミテッ

ド 

（KKR PEI 

Japan 

Investment 

I,Ltd.） 

20,000 

百万円 

合計 

150,000百万円 

（うち、増加

資本金75,000

百万円） 

（うち、増加

資本準備金 

75,000百万

円） 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっ

ております。 

同左 同左 

②その他有価証券 ②その他有価証券 ②その他有価証券 

・時価のあるもの ・時価のあるもの ・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。） 

同左 期末決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しておりま

す。） 

・時価のないもの ・時価のないもの ・時価のないもの 

移動平均法による原価法によっ

ております。 

同左 同左 

(2)デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ 

すべてヘッジ会計を適用してお

ります。 

(「５．ヘッジ会計の方法」参

照) 

同左 同左 



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3)販売用不動産 (3)販売用不動産 (3)販売用不動産 

個別法による原価法によってお

ります。 

個別法による原価法[切放し法]

（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）によっております。 

「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日）を前事業年

度末から適用しております。 

前中間会計期間に同会計基準を

適用した場合、税引前中間純利

益に与える影響は、前事業年度

末の影響額と比較し軽微であり

ます。 

個別法による原価法[切放し法]

（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）によっております。 

「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日）が平成20年

３月31日以前に開始する事業年

度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当

期より同会計基準を適用してお

ります。 

これにより税引前当期純損失は

3,786百万円増加しておりま

す。 

また、平成18年12月の貸金業規

制法の改正に対応した新中期経

営計画において事業モデル・収

益構造の抜本的改革（事業リス

トラクチャリング）を図ること

を平成19年３月に策定したこと

及び当期末にて受入準備が整っ

たことから、当期末にて同会計

基準を適用いたしました。 

当中間会計期間に同会計基準を

適用した場合、税引前中間純利

益に与える影響は、当期末の影

響額と比較し軽微であります。 

なお、同会計基準において定め

られている適用初年度における

取り扱いに従い、期末在庫に含

まれる変更差額のうち前期以前

に起因する部分3,786百万円を

特別損失に計上しております。 



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

（建物） （建物） （建物） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

同左 同左 

（建物以外の有形固定資産） （建物以外の有形固定資産） （建物以外の有形固定資産） 

定率法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

定率法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

定率法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

  （会計処理方法の変更）   

法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しておりま

す。これによる損益に与える影響

額は軽微であります。 

（追加情報） 

平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に

到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、「販売費及び一般管理

費」の減価償却費に含めて計上し

ております。これによる損益に与

える影響額は軽微であります。 

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

（ソフトウェア） （ソフトウェア） （ソフトウェア） 

自社利用のソフトウェアについ

ては、定額法によっておりま

す。（自社利用可能期間 ５年

又は10年） 

同左 同左 

（施設利用権） （施設利用権） （施設利用権） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

同左 同左 



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3)投資その他の資産 (3)投資その他の資産 (3)投資その他の資産 

（長期前払費用） （長期前払費用） （長期前払費用） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

割賦売掛金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に、回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。 

なお、「投資その他の資産」に

含まれる固定化営業債権につい

ては、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取

立不能見込額として、債権額か

ら直接減額しており、その金額

は9,032百万円であります。 

割賦売掛金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に、回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。 

なお、「投資その他の資産」に

含まれる固定化営業債権につい

ては、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取

立不能見込額として、債権額か

ら直接減額しており、その金額

は8,716百万円であります。 

割賦売掛金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に、回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しております。 

なお、「投資その他の資産」に

含まれる固定化営業債権につい

ては、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取

立不能見込額として、債権額か

ら直接減額しており、その金額

は8,724百万円であります。 

平成18年12月に貸金業規制法が

改正され、上限金利体系の見直

し及び過剰貸付の禁止（総量規

制の導入）等が明確になったこ

とより、信用収縮が進み、回収

環境の悪化に伴い延滞債権が増

加しており、また債務整理債権

についても増加している状況に

あります。この貸金業規制法の

改正という環境変化から平成19

年３月に策定した新中期経営計

画の下、業務効率化及び生産性

向上を目的として回収店舗の半

減及び回収人員の大幅な削減

等、回収部門体制のリストラク

チャリングを行うことといたし

ました。 

このような状況変化に的確に対

応するため、当期から、割賦売

掛金等に係る債権内容の悪化・

回収環境の変化を反映した貸倒

れリスクを厳正に見積り、回収

不能見込額を計上することとい

たしました。 

この見積方法の見直しに伴い、

税引前当期純損失が173,631百

万円増加しております。 



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

従業員の賞与に備えるため、支

給見込額を計上しております。 

同左 同左 

(3)カードポイント引当金 (3)カードポイント引当金 (3)カードポイント引当金 

カード会員に付与したポイント

の使用による費用負担に備える

ため、当中間会計期間末におけ

る将来の使用見込額を計上して

おります。 

同左 カード会員に付与したポイント

の使用による費用負担に備える

ため、当期末における将来の使

用見込額を計上しております。 

(4)退職給付引当金 (4)退職給付引当金 (4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費

用処理しており、過去勤務債務

については、従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により費用処

理しており、数理計算上の差異

については、従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により、翌事

業年度から費用処理することと

しております。 

過去勤務債務の費用処理年数及

び数理計算上の差異の費用処理

年数は、従業員の平均残存勤務

期間の短縮に伴い一定の年数の

見直しを行った結果、当中間会

計期間よりそれぞれ15年から13

年に短縮しております。この費

用処理年数の短縮による影響額

は軽微であります。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費

用処理しており、過去勤務債務

については、従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により費用処

理しており、数理計算上の差異

については、従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により、翌事

業年度から費用処理することと

しております。 

  

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費

用処理しており、過去勤務債務

については、従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により費用処

理しており、数理計算上の差異

については、従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により、翌期

から費用処理することとしてお

ります。 

過去勤務債務の費用処理年数及

び数理計算上の差異の費用処理

年数は、従業員の平均残存勤務

期間の短縮に伴い一定の年数の

見直しを行った結果、当期より

それぞれ15年から13年に短縮し

ております。この費用処理年数

の短縮による影響額は軽微であ

ります。 



  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(5)役員退職慰労引当金 (5)役員退職慰労引当金 (5)役員退職慰労引当金 

役員（執行役員を含む）に対す

る退職慰労金に備えるため、内

規に基づく中間期末要支給額の

100％相当額を計上しておりま

す。 

同左 役員（執行役員を含む）に対す

る退職慰労金に備えるため、内

規に基づく期末要支給額の

100％相当額を計上しておりま

す。 

(6)利息返還損失引当金 (6)利息返還損失引当金 (6)利息返還損失引当金 

利息制限法の上限金利を超過す

る利息の返還請求に備えるた

め、当中間会計期間末における

将来の返還請求発生見込額を計

上しております。 

前事業年度末は、日本公認会計

士協会より平成18年３月15日付

で公表された「『貸金業の規制

等に関する法律』のみなし弁済

規定の適用に係る最高裁判決を

踏まえた消費者金融会社等にお

ける監査上の留意事項につい

て」を踏まえ、過去の返還実績

及び最近の返還状況を勘案し請

求不能見込額9,000百万円を貸

倒引当金に含めて計上いたしま

したが、当中間会計期間末につ

いては、日本公認会計士協会よ

り平成18年10月13日付で公表さ

れた「消費者金融会社等の利息

返還請求による損失に係る引当

金の計上に関する監査上の取扱

い」を踏まえ、利息返還損失引

当金として12,665百万円を積み

増し21,665百万円を計上してお

ります。なお、期首時点におけ

る前期の見積方法との変更差額

5,604百万円は特別損失として

利息返還損失引当金繰入額に計

上しております。 

利息制限法の上限金利を超過す

る利息の返還請求に備えるた

め、過去の返還実績及び最近の

返還状況を勘案して当中間会計

期間末における返還請求発生見

込額を計上しております。 

  

利息制限法の上限金利を超過す

る利息の返還請求に備えるた

め、過去の返還実績及び最近の

返還状況を勘案して当期末にお

ける返還請求見込額を計上して

おります。 

前期末は、日本公認会計士協会

より平成18年３月15日付で公表

された日本公認会計士協会リサ

ーチ・センター審理情報

（№24）「『貸金業の規制等に

関する法律』のみなし弁済規定

の適用に係る最高裁判決を踏ま

えた消費者金融会社等における

監査上の留意事項について」を

踏まえ、過去の返還実績及び最

近の返還状況を勘案し請求不能

見込額を貸倒引当金に含めて計

上いたしましたが、当期末につ

いては、日本公認会計士協会・

業種別委員会報告第37号「消費

者金融会社等の利息返還請求に

よる損失に係る引当金の計上に

関する監査上の取扱い」を踏ま

え、利息返還損失引当金として

計上しております。 

――――― (7)利息返還債務引当金 (7)利息返還債務引当金 

  平成18年12月20日の貸金業規制

法等の改正に伴い平成19年３月

６日開催の取締役会で決定した

方針により策定した施策の実施

に基づいて生ずる利息返還債務

に係る損失負担に備えるため、

当中間会計期間末における損失

見込額を計上しております。 

なお、利息返還債務引当金は、

中間貸借対照表上、利息返還損

失引当金に含まれております。 

平成18年12月20日の貸金業規制

法等の改正に伴い平成19年３月

６日開催の取締役会で決定した

方針により策定した施策（キャ

ッシングリボルビング払いの返

済額等の見直し及び返済条件の

是正等）の実施に基づいて生ず

る利息返還債務に係る損失負担

に備えるため、当期末における

損失見込額を計上しておりま

す。 

なお、利息返還債務引当金は、

貸借対照表上、利息返還損失引

当金に含まれております。 



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。但し、金利スワップの特

例処理の要件を満たすものにつ

いては、特例処理を採用してお

ります。 

同左 同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 同左 同左 

デリバティブ取引（金利スワ

ップ取引及び金利オプション

取引） 

    

ヘッジ対象     

借入金の金利（市場金利等の

変動によりキャッシュ・フロ

ーが変動するもの） 

    

(3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

将来の金利変動によるリスクを

回避することを目的としてデリ

バティブ取引を行っておりま

す。 

同左 同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段の指標金利と、ヘッ

ジ対象の指標金利との変動幅に

ついて、相関性を求めることに

より行っております。 

同左 同左 

(5)リスク管理体制 (5)リスク管理体制 (5)リスク管理体制 

デリバティブ取引については、

取締役会にて決定された社内管

理規程を設けており、同取引に

関する取組方針、取扱基準、管

理方法及び報告体制について定

めております。デリバティブ取

引の執行部署は財務部であり、

取締役会にて承認された取引に

つき執行し、その執行状況につ

いては、定期的に経営会議に報

告を行う体制となっておりま

す。 

同左 同左 



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1)収益の計上基準 (1)収益の計上基準 (1)収益の計上基準 

①会員手数料 ①会員手数料 ①会員手数料 

部門別収益の計上は、原則とし

て期日到来基準により次の方法

によっております。 

同左 同左 

  
部門 計上方法 

総合あっせん ７・８分法及び残債方式

個品あっせん ７・８分法 

信用保証 
保証契約時に計上、残債
方式及び均分法 

融資 主として残債方式 

  
  

（注）計上方法の主な内容は、次の

とおりであります。 

    

  
均分法 手数料総額を分割回数

に按分し、期日の到来

のつど均等額を収益計

上する方法 

７・８分法 手数料総額を分割回数

の積数で按分し、期日

の到来のつど積数按分

額を収益計上する方法

残債方式 元本残高に対して一定

率の料率で手数料を算

出し、期日の到来のつ

ど手数料算出額を収益

計上する方法 

  
  



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

②加盟店手数料 ②加盟店手数料 ②加盟店手数料 

加盟店との立替払契約履行時に

計上しております。 

同左 同左 

    信用保証事業においては、従

来、保証契約時に収益を計上

し、繰上返済に伴い発生する保

証料の返戻金額を支出時に収益

から控除しておりましたが、主

力商品であるオートローンの規

模の拡大施策及び商品の多様化

により取扱高が近年特に増加し

ていること、並びに平成18年11

月１日の楽天ＫＣ株式会社から

の事業承継により債権残高が増

加したことにより、金額的重要

性が増したため、当期より返戻

予定見込額を控除して収益認識

することといたしました。 

この重要性が増したことによる

変更に伴い、営業利益及び経常

利益が999百万円減少し、税引

前当期純損失が6,191百万円増

加しております。 

なお、過年度相当額5,192百万

円は特別損失として割賦利益繰

延繰入額に計上しております。 

(2)消費税等の会計処理 (2)消費税等の会計処理 (2)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

なお、固定資産に係る控除対象

外消費税等は「投資その他の資

産」に計上し、５年間で均等償

却を行っております。 

同左 同左 



  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3)貸借対照表の純資産の部の表示 

に関する会計基準 

――――― (3)貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は331,423百万円であり

ます。 

なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間にお

ける中間貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間財

務諸表等規則により作成してお

ります。 

  当期より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用してお

ります。従来の資本の部の合計

に相当する金額は△138,366百

万円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正に

より、当期における貸借対照表

の純資産の部については、改正

後の財務諸表等規則により作成

しております。 

――――― ――――― (4)企業結合に係る会計基準等 

    当期より、「企業結合に係る会

計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号 平成17年12月

27日）並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」（改正企業会計

基準適用指針第10号 平成18年

12月22日）を適用しておりま

す。 

前中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

従来、「その他（流動負債）」に含めて表示しておりま

した「カードポイント引当金」は、当中間会計期間末よ

り区分掲記しております。 

なお、前中間会計期間末における金額は1,930百万円で

あります。 

――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  
 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．部門別割賦売掛金 ※１．部門別割賦売掛金 ※１．部門別割賦売掛金 
  

部門 金額（百万円)

総合あっせん 86,677 

個品あっせん 418,714 

融資 403,497 

合計 908,890 

 
部門 金額（百万円)

総合あっせん 78,654

個品あっせん 389,081

融資 424,006

合計 891,742

部門 金額（百万円) 

総合あっせん 83,576 

個品あっせん 411,857 

融資 401,033 

合計 896,466 

※２．担保に供している資産及び担

保付債務は、次のとおりであ

ります。 

※２．担保に供している資産及び担

保付債務は、次のとおりであ

ります。 

※２．担保に供している資産及び担

保付債務は、次のとおりであ

ります。 

(1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 
  

種類 金額（百万円)

割賦売掛金 282,914 

 
種類 金額（百万円)

割賦売掛金 191,387

種類 金額（百万円) 

割賦売掛金 230,671 

(2)担保付債務 (2)担保付債務 (2)担保付債務 
  

  

種類 金額（百万円)

長期借入金 
（１年以内返済予
定のものを含む） 

370,973 

 

  

種類 金額（百万円)

長期借入金 
（１年以内返済予
定のものを含む） 

296,196

種類 金額（百万円) 

短期借入金 2,471 

長期借入金
（１年以内返済予
定のものを含む） 

345,035 

合計 347,506 

※３．ローンカード及びクレジット

カードに付帯するキャッシン

グサービスにおいて、顧客に

付与した限度額のうち、当中

間会計期間末における未実行

残高（流動化したものを含

む）は、3,043,504百万円で

あります。 

なお、当該契約には信用状況

の変化、その他相当の事由が

あるときは、貸出の中止がで

きる旨定められており、必ず

しもこの未実行残高のすべて

が実行されるものではありま

せん。 

また、子会社（１社）と貸出

コミットメント契約を締結し

ており、その未実行残高は、 

2,000百万円であります。 

※３．ローンカード及びクレジット

カードに付帯するキャッシン

グサービスにおいて、顧客に

付与した限度額のうち、当中

間会計期間末における未実行

残高（流動化したものを含

む）は、3,392,200百万円で

あります。 

なお、当該契約には信用状況

の変化、その他相当の事由が

あるときは、貸出の中止がで

きる旨定められており、必ず

しもこの未実行残高のすべて

が実行されるものではありま

せん。 

また、子会社（１社）と貸出

コミットメント契約を締結し

ており、その未実行残高は、 

3,000百万円であります。 

※３．ローンカード及びクレジット

カードに付帯するキャッシン

グサービスにおいて、顧客に

付与した限度額のうち、当期

末における未実行残高（流動

化したものを含む）は、 

3,278,201百万円でありま

す。 

なお、当該契約には信用状況

の変化、その他相当の事由が

あるときは、貸出の中止がで

きる旨定められており、必ず

しもこの未実行残高のすべて

が実行されるものではありま

せん。 

また、子会社（１社）と貸出

コミットメント契約を締結し

ており、その未実行残高は、 

2,000百万円であります。 



 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※４．割賦売掛金を流動化したこと

に伴い保有する信託受益権等

の債権であります。 

※４．    同左 ※４．    同左 

※５．有形固定資産の減価償却累計

額は22,036百万円でありま

す。 

※５．有形固定資産の減価償却累計

額は19,547百万円でありま

す。 

※５．有形固定資産の減価償却累計

額は19,464百万円でありま

す。 

※６．   ――――― ※６．   ――――― ※６．所有目的の変更に伴い「有形

固定資産」から15,902百万円

を「販売用不動産」へ振替え

ております。 

※７．貸倒引当金9,032百万円を直

接減額しております。 

※７．貸倒引当金8,716百万円を直

接減額しております。 

※７．貸倒引当金8,724百万円を直

接減額しております。 

※８．部門別割賦利益繰延 ※８．部門別割賦利益繰延 ※８．部門別割賦利益繰延 
  

  

部門 
前期末残
高 
(百万円) 

当中間期
受入額 
(百万円) 

当中間期
実現額 
(百万円) 

当中間期
末残高 
(百万円) 

総合あっ
せん 

171 3,029 2,875 325 

個品あっ
せん 

8,320 4,484 3,745 9,059 

融資 △604 19,721 19,713 △595 

合計 7,888 27,235 26,334 8,788 

 

部門 
前期末残
高 
(百万円) 

当中間期
受入額 
(百万円)

当中間期
実現額 
(百万円)

当中間期
末残高 
(百万円)

総合あっ
せん 

281 2,597 2,738 141 

個品あっ
せん 

8,862 5,104 3,788 10,178 

信用保証 6,191 37,401 37,401 6,191 

融資 △576 20,059 19,934 △452 

合計 14,758 65,162 63,862 16,058 

部門 
前期末残
高 
(百万円)

当期受入
額 
(百万円) 

当期実現
額 
(百万円) 

当期末残
高 
(百万円) 

総合あっ
せん 

171 5,666 5,556 281 

個品あっ
せん 

8,320 8,276 7,735 8,862 

信用保証 － 6,191 － 6,191 

融資 △604 39,432 39,405 △576 

合計 7,888 59,567 52,697 14,758 

※９．執行役員に対する退職慰労金

に備えるものが54百万円含ま

れております。 

※９．執行役員に対する退職慰労金

に備えるものが57百万円含ま

れております。 

※９．執行役員に対する退職慰労金

に備えるものが65百万円含ま

れております。 

※10．   ――――― ※10．   ――――― ※10．日本公認会計士協会・業種別

委員会報告第37号「消費者金

融会社等の利息返還請求によ

る損失に係る引当金の計上に

関する監査上の取扱い」にお

いて「引当計上の対象となる

返還額は利息制限法の上限金

利で引き直し計算した場合に

貸付金残高に充当される利息

部分を含めた返還すべき利息

総額」とされていることか

ら、貸借対照表上の利息返還

損失引当金には利息返還債務

引当金141,376百万円が含ま

れております。 
  
11．保証債務 9,153百万円

（従業員の金融機関からの住

宅借入金に対する保証） 

  
11．保証債務 6,294百万円

（従業員の金融機関からの住

宅借入金に対する保証） 

11．保証債務 8,722百万円 

（従業員の金融機関からの住

宅借入金に対する保証） 



  

  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※12．中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が当

中間会計期間末残高に含まれ

ております。 

※12．中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が当

中間会計期間末残高に含まれ

ております。 

※12．   ――――― 

  
支払手形 219百万円

  
支払手形 153百万円  

 13．   ―――――  13．「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 

改正平成18年８月11日）及び

「金融商品会計に関する実務

指針」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第14号）

等における有価証券の範囲に

関する規定が一部改正され

（平成19年６月15日付及び同

７月４日付）、金融商品取引

法の施行日以後に終了する事

業年度及び中間会計期間から

適用されることになったこと

に伴い、当中間会計期間から

改正会計基準及び実務指針を

適用しております。 

 13．   ――――― 



（中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．部門別取扱高 ※１．部門別取扱高 ※１．部門別取扱高 
  

部門 金額（百万円） 

総合あっ
せん 

438,738 (437,035)

個品あっ
せん 

266,458 (250,113)

信用保証 600,508 (556,584)

融資 306,688   

その他 45,566  

合計 1,657,960   

 
部門 金額（百万円）

総合あっ
せん 

484,286 (482,496)

個品あっ
せん 

194,126 (184,768)

信用保証 591,720 (546,099)

融資 266,849   

その他 56,971

合計 1,593,954   

部門 金額（百万円） 

総合あっ
せん 

905,620 (902,121) 

個品あっ
せん 

520,442 (489,709) 

信用保証 1,197,652 (1,107,991) 

融資 592,968   

その他 95,053   

合計 3,311,736   

（ ）内は、元本取扱高（クレ

ジット対象額等）であります。 

（ ）内は、元本取扱高（クレ

ジット対象額等）であります。 

（ ）内は、元本取扱高（クレ

ジット対象額等）であります。 

※２．割賦売掛金の流動化による収

益が次のとおり含まれており

ます。 

※２．割賦売掛金の流動化による収

益が次のとおり含まれており

ます。 

※２．割賦売掛金の流動化による収

益が次のとおり含まれており

ます。 
  

総合あっせん
部門収益 

1,474百万円

個品あっせん
部門収益 

8,201百万円

融資部門収益 60,030百万円

計 69,706百万円

 
総合あっせん
部門収益 

1,497百万円

個品あっせん
部門収益 

7,120百万円

融資部門収益 44,180百万円

計 52,799百万円

総合あっせん
部門収益 

2,928百万円

個品あっせん
部門収益 

19,149百万円

融資部門収益 110,357百万円

計 132,435百万円

※３．このうち減価償却実施額 ※３．このうち減価償却実施額 ※３．このうち減価償却実施額 
  

有形固定資産 771百万円

無形固定資産 2,768百万円

計 3,539百万円

 
有形固定資産 626百万円

無形固定資産 2,848百万円

計 3,475百万円

有形固定資産 1,576百万円

無形固定資産 5,526百万円

計 7,103百万円

※４．金融収益のうち主なもの ※４．金融収益のうち主なもの ※４．金融収益のうち主なもの 
  

受取利息 16百万円
 

受取利息 219百万円 受取利息 59百万円

※５．金融費用のうち主なもの ※５．金融費用のうち主なもの ※５．金融費用のうち主なもの 
  

支払利息 10,753百万円
 

支払利息 10,990百万円 支払利息 22,117百万円



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※６．特別損失のうち主なもの ※６．   ――――― ※６．特別損失のうち主なもの 

利息返還損失引当金繰入額 

  

貸倒引当金繰入額 

5,604百万円 173,631百万円 

  利息返還債務引当金繰入額 

  140,779百万円 

    平成18年12月に貸金業規制法

が改正され、多重債務者の発

生防止を目的として、総量規

制の導入、利息制限法の上限

金利を超える利息での請求・

受領の禁止、支払期間が長期

にわたる返済条件の是正等が

求められることになりまし

た。 

この影響による経営環境の変

化に対応するため、当社は新

中期経営計画を策定し、事業

モデル・収益構造の抜本的改

革（事業リストラクチャリン

グ）を図ることを平成19年３

月６日開催の取締役会で決定

いたしました。この方針に基

づき、特に、カードキャッシ

ング・融資商品につきまして

は、新規取扱に対して利息制

限法内の金利適用、既存債権

についてキャッシングリボル

ビング払いの返済額等の見直

し及び返済条件の是正等の施

策の実施を決定いたしまし

た。この各種施策の実施を起

因として生ずる利息返還債務

に係る損失負担に備えるた

め、当該利息返還債務に対す

る引当額を合理的に見積り、

過年度に収益計上した債権の

利息返還債務に対応する金額

140,779百万円を特別損失

に、当期に対応する金額597

百万円を販売費及び一般管理

費に計上しております。 



  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※７．   ――――― ※７．   ――――― ※７．当期において、当社は以下の

資産グループについて減損損

失を計上しております。 

(場所) (用途) (種類) 

東京都他

全10件 

  

販売用不

動産へ転

用 

建物、土

地等 

  

東京都他

全18件 

  

賃貸用資

産 

  

建物及び

構築物、

土地 

当社は、信販業に供する資産

を信販業グループとし、その

他のグループについては、原

則として、個別にキャッシ

ュ・フローの認識できる最小

単位でグルーピングを行って

おります。 

また、本社ビル等は共用資産

としておりました。 

当期、本社ビルを含む共用資

産の一部について、売却目的

等の資産へ用途を変更いたし

ました。 

当該転用した資産等につい

て、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失（39,810百万円）とし

て特別損失に計上しておりま

す。 

その主な内訳は、建物5,893

百万円、土地31,904百万円で

あります。 

なお、当該資産グループの回

収可能価額の算定について

は、正味売却価額により測定

したものは主に売却予定価額

に基づいており、使用価値に

より測定したものは将来キャ

ッシュ・フローを4.5％で割

り引いた価額としておりま

す。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は単元未満株式の売渡しによる

ものであります。 

２．第一回Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、普通株式への転換により取得し当中間会計期間末現在、消却手続き

を完了していないものであります。 

３．第一回Ｆ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、消却のための取得によるものであり、減少は消却によるものであり

ます。 

  

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少55千株の内、3千株は単元未満株

の売渡し、5千株は株式会社セントラルファイナンス青森との会社分割に伴う対価として自己株式を代用したもの、46千

株は普通株式の併合（２株を１株）によるものであります。 

    ２．第一回Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、普通株式への転換により取得したものであり、減少31,894千株の

内、28,704千株は優先株式の併合（10株を１株）によるもの、3,189千株は消却によるものであります。 

  

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少46千株の内６千株は、単元未満

株式の売渡し、40千株は、楽天ＫＣ株式会社との会社分割に伴う対価として自己株式を代用したものであります。 

２．第一回Ａ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、普通株式への転換により取得したものであり、減少は消却によるも

のであります。 

３．第一回Ｆ種優先株式の自己株式の株式数の増加は、消却のための取得によるものであり、減少は消却によるものであり

ます。 

  

  次へ 

  

  
前事業年度末 

株式数 
（千株） 

当中間会計期間
増加株式数 
（千株） 

当中間会計期間
減少株式数 
（千株） 

当中間会計期間末
株式数 
（千株） 

自己株式 

普通株式       (注)１ 75 26 1 100

第一回Ａ種優先株式  (注)２ － 8,106 － 8,106

第一回Ｆ種優先株式  (注)３ － 10,000 10,000 －

合計 75 18,132 10,001 8,206

  
前事業年度末 

株式数 
（千株） 

当中間会計期間
増加株式数 
（千株） 

当中間会計期間
減少株式数 
（千株） 

当中間会計期間末
株式数 
（千株） 

自己株式 

普通株式       (注)１ 74 37 55 57

第一回Ａ種優先株式  (注)２ － 31,894 31,894 －

合計 74 31,931 31,949 57

  
前事業年度末 

株式数 
（千株） 

当事業年度
増加株式数 
（千株） 

当事業年度
減少株式数 
（千株） 

当事業年度末 
株式数 
（千株） 

自己株式 

普通株式       (注)１ 75 45 46 74 

第一回Ａ種優先株式  (注)２ － 8,106 8,106 － 

第一回Ｆ種優先株式  (注)３ － 10,000 10,000 － 

合計 75 18,151 18,152 74 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

借主側 借主側 借主側 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固
定資産 

12,539 6,646 5,892

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

有形固
定資産 

14,187 6,779 7,407

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形固
定資産 

14,374 6,764 7,609 

リース物件は、主に器具備品で

あります。 

リース物件は、主に器具備品で

あります。 

リース物件は、主に器具備品で

あります。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 2,388百万円

１年超 3,780百万円

合計 6,169百万円

  
１年内 2,716百万円

１年超 4,964百万円

合計 7,681百万円

１年内 2,721百万円

１年超 5,165百万円

合計 7,887百万円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 1,513百万円

減価償却費相当額 1,326百万円

支払利息相当額 177百万円

  
支払リース料 1,736百万円

減価償却費相当額 1,534百万円

支払利息相当額 194百万円

支払リース料 3,117百万円

減価償却費相当額 2,729百万円

支払利息相当額 365百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

同左 同左 

    （減損損失について） 

    リース資産に配分された減損損

失はありません。 



（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

（１株当たり情報） 

中間財務諸表等規則に基づき、記載を省略しております。 

 

  
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

  
中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

中間貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額
（百万円）

子会社株式 1,596 4,526 2,929 1,596 2,887 1,291 1,596 4,526 2,929



（企業結合におけるパーチェス法の適用） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

───── ───── 当社は、平成18年11月１日をもって

当社を承継会社とし、楽天ＫＣ株式

会社を分割会社とする分社型吸収分

割により、楽天ＫＣ株式会社のクレ

ジット事業部門を承継いたしまし

た。 

    １．相手企業の名称及び取得した

事業の内容 

    楽天ＫＣ株式会社のクレジッ

ト事業部門（オートローン事

業、ショッピングクレジット

事業、等） 

    ２．企業結合を行った主な理由 

    当社の加盟店ネットワークの

補完・拡大を図ること並びに

当社の主力事業であるオート

ローン事業及びショッピング

クレジット事業に関する営業

基盤・顧客基盤の一層の拡大

を図るため。 

    ３．企業結合日 

    平成18年11月１日 

    ４．企業結合の法的形式 

    当社を承継会社とし、楽天Ｋ

Ｃ株式会社を分割会社とする

分社型吸収分割 

    ５．財務諸表に含まれている取得

した事業の業績の期間 

    平成18年11月１日より平成19

年３月31日までの５ヶ月間 

    ６．取得した事業の取得原価及び

その内訳 

    ・取得原価  

    10百万円 

    ・その内訳  

    被取得企業に交付した取

得企業普通株式の時価10

百万円 



 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

７．取得の対価として交付した株

式の株式数及びその評価額、

取得原価の算定 

  

当社は新株の発行に代えて、

当社の保有する自己株式

40,000株を楽天ＫＣ株式会社

に移転いたしました。移転株

式数は、本件対象事業の評価

額10百万円を分割効力発生日

の直前の５連続取引日での株

式会社東京証券取引所におけ

る承継会社の普通株式の普通

取引の毎日の終値の平均値で

除することにより、算出いた

しました。本件対象事業の評

価につきましては、第三者機

関が算定した結果を参考とし

て、当事者間で決定いたしま

した。 

  

８．発生した負ののれんの金額、

発生原因、償却方法及び償却

期間 

  ・負ののれんの金額 

       4,898百万円 

  ・発生原因 

  

  企業結合時の時価純資産

が取得原価を上回ったた

め、その差額を負ののれ

んとして認識 

  ・償却方法及び償却期間 

    償却期間５年の定額法 

  

９．企業結合日に受け入れた資産

及び引き受けた負債の額並び

にその主な内訳 

  

流動資産 416,612百万円 

固定資産 23,413百万円 

資産 計 440,026百万円 

流動負債 434,686百万円 

固定負債 431百万円 

負債 計 435,118百万円 



（重要な後発事象） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

会社分割による楽天ＫＣ株式会社の

クレジット事業部門の承継 

───── 当社は、平成19年３月28日開催の取

締役会において、欠損填補に備える

ことを目的とした資本金の額の減

少、発行済株式数の適正化を図るこ

とを目的とした株式併合、欠損填補

並びに経営に必要な資本を早急に調

達するため債務の株式化（デット・

エクイティ・スワップ）による第一

回Ｉ種優先株式の有利発行及び第三

者割当による第一回Ｊ種優先株式の

有利発行を平成19年４月30日開催の

臨時株主総会及び種類株主総会に付

議することを決議し、同株主総会で

承認可決されました。 

 

平成18年８月31日開催の取締役会

において平成18年11月１日を期し

て同社のクレジット事業部門を分

社型吸収分割により承継すること

を決議し、同日会社分割契約書の

締結をいたしました。当社は本分

割に際し、新株の発行に代えて、

当社の保有する自己株式を楽天Ｋ

Ｃ株式会社に移転いたしました。 

  

  

  

当該分割
の目的 

本事業承継の目的は、

楽天ＫＣ株式会社のク

レジット事業部門を承

継することにより当社

の加盟店ネットワーク

の補完・拡大を図るこ

と並びに当社の主力事

業であるオートローン

事業及びショッピング

クレジット事業に関す

る営業基盤・顧客基盤

の一層の拡大を図るこ

とであります。 

承継した
事業部門
の内容 

楽天ＫＣ株式会社のク

レジット事業部門 

オートローン事業、シ

ョッピングクレジット

事業、等 

（承継した債権残高は

提出日現在では未確定

であります。） 

企業結合
日 

平成18年11月１日 

企業結合
の法的形
式 

当社を承継会社とし、

楽天ＫＣ株式会社を分

割会社とする分社型吸

収分割であります。 

  

１．資本金の額の減少  

(1) 減少する資本金の額  

平成19年４月30日現在の資

本金220,202百万円を

215,202百万円減少させ、

5,000百万円といたしまし

た。 

 

(2) 資本金の額の減少の効力発

生日 
 

平成19年５月２日  

２．普通株式及び第一回Ａ種ない

し第一回Ｈ種優先株式の併合 
 

(1) 株式併合の内容  

当社普通株式の発行済株式

につきましては、２株を１

株に併合し、第一回Ａ種な

いし第一回Ｈ種優先株式に

つきましては、10株を１株

に併合いたしました。 

 

(2) 株式併合の効力発生日  

平成19年６月４日  

３．債務の株式化（デット・エク

イティ・スワップ）による第

一回Ｉ種優先株式の払込 

 

    
割当先 払込金額 給付期日 

株式会社みず
ほコーポレー
ト銀行 

140,000 
百万円 

平成19年 
５月２日 

 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

  

株式の割
当て 

当社は本分割に際し、

新株の発行に代えて、

当社の保有する自己株

式40,000株を楽天ＫＣ

株式会社に移転いたし

ました。移転株式数

は、本件対象事業の評

価額1,000万円を分割

効力発生日の直前の５

連続取引日での株式会

社東京証券取引所にお

ける承継会社の普通株

式の普通取引の毎日の

終値の平均値で除すこ

とにより、算出いたし

ました。本件対象事業

の評価につきまして

は、第三者機関が算定

した結果を参考とし

て、当事者間で決定い

たしました。 

  
４．第三者割当による第一回Ｊ種優先

株式の払込 

割当先 払込金額 払込期日 

株式会社みずほ
コーポレート銀
行 

22,500 
百万円 

平成19年 
５月２日 

株式会社みずほ
銀行 

22,500 
百万円 

伊藤忠商事株式
会社 

30,000 
百万円 

モルガン・スタ
ンレー証券株式
会社 

35,000 
百万円 

ＤＢＪコーポレ
ート投資事業組
合 

20,000 
百万円 

ケーケーアール
ピーイーアイ 
ジャパン イン
ベストメント 
ワン リミテッ
ド 
（KKR PEI 
Japan 
Investment I, 
Ltd.） 

20,000 
百万円 

合計
150,000 
百万円 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書の訂正報告書 

平成19年３月28日提出の臨時報告書（減資、株式併合及び優先株式の発行）に係る訂正報告書 

平成19年４月19日 関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書の訂正報告書 

平成19年３月28日提出の臨時報告書（減資、株式併合及び優先株式の発行）に係る訂正報告書 

平成19年５月１日 関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第47期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

平成19年６月28日 関東財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成18年12月15日

株式会社オリエントコーポレーション   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 雅和 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成澤 和己 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 根津 昌史 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社オリエントコーポレーションの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社オリエントコーポレーション及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年11月１日を期して楽天KC株式会社のクレジット事業部門

を分社型吸収分割により承継した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成19年12月19日

株式会社オリエントコーポレーション   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 雅和 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成澤 和己 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 根津 昌史 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社オリエントコーポレーションの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社オリエントコーポレーション及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。なお、当

監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行ってい

る。 

以  上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成18年12月15日

株式会社オリエントコーポレーション   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 雅和 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成澤 和己 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 根津 昌史 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社オリエントコーポレーションの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第47期事業年度の中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社オリエントコーポレーションの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年11月１日を期して楽天KC株式会社のクレジット事業部門

を分社型吸収分割により承継した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成19年12月19日

株式会社オリエントコーポレーション   

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 雅和 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 成澤 和己 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 根津 昌史 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社オリエントコーポレーションの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第48期事業年度の中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社オリエントコーポレーションの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。なお、当

監査法人は、会社に対し、監査証明との同時提供が認められる公認会計士法第２条第２項の業務を継続的に行ってい

る。 

以  上 

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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